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第１ 提出書類及び各様式の作成要領 
 
１ 質問書に関する提出書類 

質問書                       (様式 １)   ＜１部＞ 
 
２ 説明会に関する提出書類 

募集要項等に関する説明会参加申込書          (様式 ２）   ＜１部＞ 
 
３ 第一次審査時提出書類 
（１）参加表明に関する提出書類 
ア 参加表明書                    (様式 ３)   ＜１部＞ 
イ 代表企業、構成員及び協力会社並びに役割分担表   (様式 ４)   ＜１部＞ 

募集要項等に基づき、代表企業、構成員及び協力会社の構成について記載し、その

業務内容に関する各企業の役割についてそれぞれ簡潔に記載すること。 
なお、すべての企業について、以下の書類を添付すること。＜各１部＞ 
・ 会社概要(パンフレット等の使用も可) 
・ 企業単体の(単独決算の場合の)貸借対照表及び損益計算書(各企業の直近２期分。

ただし、有価証券報告書の直近２期分がある場合はこれに代えることも可) 
・ 連結決算の貸借対照表及び損益計算書(各企業の直近２期分。ただし、有価証券

報告書の直近２期分がある場合はこれに代えることも可) 
※海外の企業については、上記の資料の内容を代替するものを添付すること。 

ウ 委任状(構成員及び協力会社から代表企業へ)      (様式 ５)   ＜各１部＞ 
書式に従い、記名捺印の上、提出すること。 

 
（２）参加資格要件の確認に関する提出書類 
ア 参加資格要件確認申請書              (様式 ６)   ＜１部＞ 
イ 参加資格要件を証する書類                    ＜各１部＞ 

募集要項７．（３）（４）に記載された要件を満たしていることを確認するための資

料について提出すること。 
 
（３）第一次審査書類 
ア 第一次審査書類提出書               (様式 ７)   ＜１部＞ 
イ 第一次審査書類                    ＜正１部、副２０部＞ 

 
様式名称、記載指示事項、頁数制限等については次のとおりとする。第一次審査書類の

作成にあたっては、「事業者選定基準」を踏まえ、次の事項について、具体性をもった記載

により提案を行うこと。 
  

様式名称 記載指示事項 様式 
番号 

頁数

制限

事業全体方針 
 

事業全体方針について、以下の点に留意して記述する

こと。 
・経営理念 
・業務全体計画 
・業務実施にあたって配慮すべき事項 
・首都圏の空の玄関口としてふさわしいサービスに 

A-1 3 
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様式名称 記載指示事項 様式 
番号 

頁数

制限

関する考え方 
ＳＰＣの経営

体制 
ＳＰＣ及び各業務を統括する企業の管理体制につい

て、以下の点に留意して記述すること。 
・事業の特徴及び応募者の基本的な考え方を反映し

た、ＳＰＣの設立方針 
・ＳＰＣの円滑な意思決定が可能な経営体制 
（経営陣の構成、議決権の構成等） 

・株主構成 
・業務の管理体制 
（責任の所在、指揮命令系統、品質管理等） 

A-2 1 

事業実施体制 
及び事業スキ

ーム 

事業実施体制について、以下の点に留意して記述する

こと。 
・代表企業、構成員及び協力会社が行う具体的な業務

体制。なお、代表企業、構成員及び協力会社の名称

を明らかにし、必要に応じて模式図等を利用して分

かりやすく記述すること。 
事業スキームについて、以下の点に留意して記述する

こと。 
・ＳＰＣと構成員及び協力企業との間の契約関係とそ

の特徴（当該スキームとした理由及びこれを実現す

る契約条件等） 

A-3 2 

国際線旅客タ

ーミナルビル

等運営実績 

国際線機能を含む合計延床面積が３万㎡以上の航空

旅客ターミナルビルの運営に携わった実績、又は合計延

床面積が３万㎡以上の駅ビル等の公益性のある施設の

運営に携わった実績がある場合は、当該実績を証する書

類を添付した上で、当該実績を有する企業の名称及び業

務の具体的内容について最大５件まで記述すること。 

A-4 1 

国際線旅客タ

ーミナルビル

設計実績 

国際線機能を含む合計延床面積が３万㎡以上の航空

旅客ターミナルビルの設計に携わった実績がある場合

は、当該実績を証する書類を添付した上で、当該実績を

有する担当者の名前及び業務の具体的内容について最

大５件まで記述すること。 

A-5 1 

国際線旅客タ

ーミナルビル

施工監理実績 

国際線機能を含む合計延床面積が３万㎡以上の航空

旅客ターミナルビルの施工監理に携わった実績がある

場合は、当該実績を証する書類を添付した上で、当該実

績を有する担当者の名前及び業務の具体的内容につい

て最大５件まで記述すること。 

A-6 1 

プロジェクト

マネジメント

実績 

初期投資額が 200 億円以上のプロジェクトの企画及

び事業立ち上げを行った実績がある場合は、当該実績を

証する書類を添付した上で、当該実績を有する企業の名

称及び業務の具体的内容について最大５件まで記述す

ること。 

A-7 1 
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※第一次審査時提出資料は、第一次審査書類を除き、Ａ４縦長左綴じとすること。 
 （ただし、パンフレット等でＡ４縦長左綴じとすることが出来ない場合は別綴じとする

ことも可。） 
 
４ 守秘義務誓約に関する様式 
（１）守秘義務の遵守に関する誓約書           (様式 ８)   ＜１部＞ 
（２）守秘義務対象資料貸与申込書            (様式 ９)   ＜１部＞ 
 
５ 辞退時、構成員等変更時提出書類 
第二次審査参加者が、第二次審査書類提出時までに、必要に応じ、提出することができ

る書類 
（１）辞退届                      (様式１０)   ＜１部＞ 
（２）構成員等変更届                (様式１１－１)   ＜１部＞ 

変更内訳書                  (様式１１－２)   ＜１部＞ 
 
６ 第二次審査時提出書類 
（１）関係提出書類 
ア 第二次審査書類提出書               (様式１２)   ＜１部＞ 
イ 委任状(構成員及び協力会社から代表企業へ)           (様式１３)   ＜各１部＞ 

書式に従い、記名捺印の上、提出すること。 
ウ 金額提案書                    (様式１４)   ＜１部＞ 
エ 業務要求水準書に関する確認書           (様式１５)   ＜１部＞ 

 
第二次審査提出に係る全ての書類については、すべて指定の様式を用い、「事業者選定 

基準」を踏まえ、具体性をもった記載により提案を行うこと。 
 

（２）全体事業方針に関する第二次審査書類          ＜正１部、副３０部＞ 

 

様式名称 記載指示事項 
様式
番号

頁数
制限

全体事業方針 本事業における全体事業方針について、以下の点を含め
た提案を記述すること。 
（１）運営業務全般について、以下の事項を含めて記述す
ること。 
・業務全体計画（各業務の具体的な方法） 
・業務実施体制（組織図、人員配置計画） 
・業務実施にあたって配慮すべき事項 
・社会情勢等の変化への対応 
・運営面におけるユニバーサルデザインへの取り組み 

（２）施設への取り組み方を明確に記述すること。また、
エプロン等整備等事業で整備されるエプロン、構内道路
等カーブサイド側施設や鉄道駅舎等との関連についても
明確に記述すること。 

 ・施設配置計画図 
（３）事業計画策定にあたっての基本的考え方を簡潔に記
述すること。 
・投資計画の考え方 
・資金調達の考え方（資金調達スキームとともに、ウォ

B-1 ７ 
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様式名称 記載指示事項 
様式
番号

頁数
制限

ーターフォール規定、積立金等のＳＰＣ内部での資金
手当に係る方針、出資者に対する配当方針等の財務管
理方針等について示すこと） 

・収入計画の考え方 
・費用計画の考え方 
・財務モニタリングの考え方 

 

注）必要に応じ第一次審査書類中様式番号Ａ－１からＡ－３を補足説明資料として添付す

ること。 

 

（３）運営計画に関する第二次審査書類            ＜正１部、副３０部＞ 

運営計画の各様式作成にあたっては、以下の点に留意して資料を作成すること。 

① すべての業務につき業務要求水準書に示す要求水準を満たす提案仕様を作成すること。

なお、提案仕様は、事業計画との整合性について確認できるように、当該サービス提供

に係る人工（にんく）や頻度、人工以外の費用が確認できるように記述すること。また、

サービス提供の確実な実行が担保されることを確認するためのモニタリングの方法に

ついても記述すること。 
② 「事業者選定基準」において評価することを示した項目については、①の提案仕様によ

る事業遂行の適格性の審査に加え、応募者間の相対的な優劣の審査が行われることに留

意して記述すること。 

③ 複数の様式に対して頁数制限が設けられている場合、各様式の頁数の内訳は応募者の自

由とする。ただし、様式ごとに最低一頁使用することとする。 

 

様式名称 記載指示事項 
様式
番号 

頁数
制限

運営業務全体
方針 

運営業務全般について、以下の事項を含めて記述する
こと。 
・業務全体計画（各業務の具体的な方法） 
・業務実施体制（組織図、人員配置計画） 
・業務実施にあたって配慮すべき事項 
・社会情勢等の変化への対応 
・運営面におけるユニバーサルデザインへの取り組み 

B-1 

顧客満足度調
査の実施 

顧客満足度調査について、実施方針及び実施に際して
の提案仕様を記述すること。 

C-1 

モニタリング モニタリングについて、実施方針及び実施に際しての
提案仕様を以下の事項を含めて記述すること。 
・セルフモニタリング及び第三者モニタリングの内容、 

水準、頻度に関する提案 
・業務監視への対応体制及び手法 
・外部監査の考え方 

C-2 

苦情等への対
応並びに落と
し物及び遺失
物の保管 

苦情等への対応及び落とし物、遺失物の保管について、
実施方針及び実施に際しての提案仕様を記述すること。 

C-3 

対象施設の運
営計画の報告 

対象施設の運営計画の報告について、実施方針及び実
施に際しての提案仕様を記述すること。 

C-4 

13 
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様式名称 記載指示事項 
様式
番号 

頁数
制限

旅客誘導 航空旅客の誘導・案内業務について、実施方針及び実
施に際しての提案仕様を以下の事項を含めて記述するこ
と。 
・旅客誘導業務のサービス提供方針 
・誘導・案内業務体制 

  （業務実施体制、人員配置計画） 
・一般の旅客、ＶＩＰ等に対する誘導方針 

C-5 

オープンスポ
ットへのラン
プバスサービ
ス 

オープンスポットへのランプバスサービスについて、
実施方針及び実施に際しての提案仕様を以下の事項を含
めて記述すること。 
・ランプバス台数の考え方 

C-6 

カートの提供 カートの提供について、実施方針及び実施に際しての
提案仕様を以下の事項を含めて記述すること。 
・カート提供場所(図等を利用しても可) 
・カート台数の考え方 
・空港利用者用駐車場及び鉄道駅舎との連携方針 
・カート整理方針（人員配置を含む。） 
・料金徴収の有無 

C-7 

介助サービス 高齢者、身体障害者等の要介護者に対する介助サービ
スについて、実施方針及び実施に際しての提案仕様を以
下の事項を含めて記述すること。 
・介助の方法 
・人員配置 

C-8 

6 

運航情報の提
供 

運航情報提供サービスについて、実施方針及び実施に
際しての提案仕様を以下の事項を含めて記述すること。 
・提供場所 
・情報の内容と更新の頻度 
・航空運送事業者との連携方針 

C-9 

館内放送 館内放送について、実施方針及び実施に際しての提案
仕様を以下の事項を含めて記述すること。 
・使用言語 

C-10 

アクセス交通
機関情報の提
供 

アクセス交通機関情報の提供について、実施方針及び
実施に際しての提案仕様を以下の事項を含めて記述する
こと。 
・情報の内容と更新の頻度 
・アクセス交通機関との連携方針 

C-11 

観光等に関す
る情報の提供 

観光等に関する情報の提供について、実施方針及び実
施に際しての提案仕様を記述すること。 

C-12 

国内線旅客タ
ーミナルビル
との連絡 

国内線旅客ターミナルビルとの連絡について、実施方
針及び実施に際しての提案仕様を以下の事項を含めて記
述すること。 
・ターミナル間の適切な輸送サービス 

C-13 

航空旅客の利
便向上のため
の業務 

航空旅客の利便向上のための旅客取扱業務について、
実施方針及び実施に際しての提案仕様を記述すること。 C-14 

旅客取扱施設
使用料の徴収 

旅客取扱施設使用料の徴収について、実施方針及び実施
に際しての提案仕様を記述すること。 

C-15 

8 

航空運送事業 航空運送事業者に対する施設貸与業務全体について、
C-16 

4 
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様式名称 記載指示事項 
様式
番号 

頁数
制限

者に対する施
設貸与業務の
概要 

実施方針及び実施に際しての提案仕様を以下の事項を含
めて記述すること。 
・航空運送事業者への施設貸与方法、料金設定及び徴
収方法（人員配置を含む。）の考え方 

・航空運送事業者間の公平性確保に関する提案 
・ＩＡＴＡ、ＡＯＣとの調整方針 

航空運送事業
者に対する個
別施設毎の貸
与方針 

要求水準書に示す個別施設毎について、航空運送事業
者に対する個別施設の貸与業務について、実施方針及び
実施に際しての提案仕様を以下の事項を含めて記述する
こと。 
・航空運送事業者間の公平性確保に関する提案 
・航空運送事業者数の増減に伴う調整方法 
・以下の施設の貸与方法 

  チェックインカウンター、受託手荷物受付、バゲー
ジ・ハンドリング・システム、受託手荷物保安検査
エリア、受託手荷物の搭載及び取り卸し、アーリー
チェックインバゲージ、航空旅客及び手荷物保安検
査エリア、パッセンジャー・ボーディング・ブリッ
ジ、乗継チェックインカウンター、ラウンジ、その
他の航空運送事業者に貸与する施設  

C-17 

構内営業者に
対する施設貸
与業務の概要 

構内営業について、実施方針及び実施に際しての提案
仕様を以下の事項を含めて記述すること。 
・全体運営計画（人員配置を含む。） 
・需要変動への考え方 
・東京国際空港の特性を踏まえた利用者利便向上のた
めの提案 

・テナントの業種構成 
・テナントの入れ替え方針 
・構内営業者への施設貸与方法、調整方針 
・構内営業者への施設貸与金額、施設貸与金額の決定
方法、料金徴収方法 

C-18 

売上管理方法 構内営業者の売上管理方法についての考え方及び実施
に際しての提案仕様を記述すること。 C-19 

サービス・価
格水準の考え
方 

構内営業者が提供するサービス・価格水準についての
考え方を以下の事項を含めて記述すること。 
・顧客想定 
・空港利用者が利用しやすい水準 

C-20 

9 

個別構内営業
者の誘致及び
施設貸与方針 

以下の利便施設等について、誘致及び施設貸与方針を
記述すること。 
・海外旅行損害保険販売、ホテル案内、外客誘致のた
めの観光情報提供等のサービスを提供する事業者 

・レンタカーサービス 
・手荷物一時預かりサービス 
・手荷物宅配サービス 
・宿泊施設 
・室内広告管理 

C-21 1 

直営業務の考
え方 

直営業務について、実施方針及び実施に際しての提案
仕様を以下の事項を含めて記述すること。 C-22 3 
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様式名称 記載指示事項 
様式
番号 

頁数
制限

・全体運営計画 
・構内営業と直営店舗の運営の棲み分けの考え方 
・人員配置計画 

警備業務 警備業務について、実施方針及び実施に際しての提案
仕様を以下の事項を含めて記述すること。 
（１）本事業における警備業務の基本的考え方 
・国際空港として求められる高度なセキュリティの確
保 

（２）巡回警備に関する考え方 
（３）制限区域等への立ち入り制限方法 
・制限区域への立ち入り検査 
・保安区域への立ち入り検査 
・警備強化のための機器の導入 

（４）対応マニュアル作成 

C-23 

警備体制及び
人員配置計画 

警備体制及び人員配置計画について、以下の事項を含
めて記述すること。 
（１）業務遂行体制（業務経験・効率化等の工夫点） 
（２）国、警察及び航空運送事業者との連絡体制 
（３）配置方針・人員配置計画 
・セキュリティレベルに対応した配置方針(図等を利用

しても可) 
（４）具体的なシフトの考え方 
・人員変化への対応方法 

C-24 

5 

駐車場運営方
針（空港利用
者用・従業員
用） 

駐車場運営についての実施方針及び実施に際しての提
案仕様を以下の事項を含めて記述すること。 
・業務全体計画（各業務の具体的な方法） 
・業務実施体制、人員配置計画 
・カートの提供 
・業務実施にあたって配慮すべき事項 
・東京国際空港の特性を踏まえた利用者利便向上のた
めの提案 

C-25 

駐車場内にお
ける案内・誘
導業務 

駐車場内における案内・誘導業務について、実施方針
及び実施に際しての提案仕様を以下の事項を含めて記述
すること。 
・場内の空車情報の提供場所 
・誘導員等の配置計画 

C-26 

駐車料金体系
（空港利用者
用・従業員用） 

駐車料金設定についての提案を以下の事項を含めて記
述すること。 
（１）駐車料金の種別 
・一般車料金 
・月極車料金 
・従業員料金 
・割引料金の設定 

（２）駐車料金の区分 
・普通自動車（一般車及び月極車、従業員料金に設定） 

 ・大型自動車（一般車、従業員料金に設定） 
 ・自動二輪（一般車及び月極車、従業員料金に設定） 

C-27 

駐車場の事故 駐車場の事故防止対策及び保安管理について、実施方 C-28 

6 
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様式名称 記載指示事項 
様式
番号 

頁数
制限

防止対策及び
保安管理 

針及び実施に際しての提案仕様を以下の事項を含めて記
述すること。 
・車両の盗難、破壊、車上荒らし対策、防止策 
・警備員の配置計画 

緊急時の対応
策 

以下のそれぞれの場合について、非常時の対応手順(指
示・連絡系統等)、警備体制強化等への提案を記述するこ
と。 
・防火対策 
・災害対策 
・事故対策 
・救急医療 
・テロ等非常時対策 

C-29 2 

 

（４）施設整備計画に関する第二次審査書類          ＜正１部、副３０部＞ 

  施設整備計画の各様式作成にあたっては、以下の点に留意して資料を作成すること。 

①すべての業務につき業務要求水準書に示す要求水準を満たす提案仕様を作成すること。 

②各様式について、一定の計算を必要とする箇所は、計算を正確に行うとともに、可能

な限り計算式を併記すること。 

 

【図面・計算書等】 

 様式名称 
スケー
ル 

記載指示事項 
様式 
番号 

頁数
制限

1 設計図面集 適宜 

建設省告示 1206 号（昭和 54 年 7 月 10 日）
に示す基本設計標準業務に記載される【建
築（総合）】のうち以下の成果図書とする。 
①仕様概要表 ②仕上表 ③面積表及び
求積図 ④敷地案内図 ⑤配置図  
⑥平面図（各階） ⑦断面図 ⑧立面図 
⑨矩計図（主要部詳細） 
・提出図書は、【正本】A1 観音製本、【副

本】A3 観音製本とする。 

D-1 50 

2 設計概要書 ― 

建設省告示 1206 号（昭和 54 年 7 月 10 日）
に示す基本設計標準業務に記載される以
下の成果図書とする。 
【建築（総合）】 
⑩計画説明書 ⑪工事費概算書 
【建築（構造）】 
①基本構造計画案 ②構造計画概要書  
③仕様概要書 ④工事費概算書 
【電気設備】 
①電気設備計画概要書 ②仕様概要書 
③工事費概算書  
【給排水衛生設備】 
①給排水衛生設備計画概要書  
②仕様概要書 ③工事費概算書  
【空調換気設備】 
①空調換気設備計画概要書  

D-2 100 
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 様式名称 
スケー
ル 

記載指示事項 
様式 
番号 

頁数
制限

②仕様概要書 ③工事費概算書  
・ 景観計画を説明するためのパースを３

点（うち２点は別図指示による、１点
は自由）作成すること。 

A3 着色仕上げとする。 

D-3-1 3 

・ ランドスケープデザインを説明するた
めのパースを１点（別図指示による）
作成すること。 

A3 着色仕上げとする。 

D-3-2 1 
3 パース ― 

・ 国際線旅客ターミナルビル内の空間計
画を説明するためのパースを２点（う
ち 1 点はチェックインロビー、1 点は
自由）作成すること。 

A3 着色仕上げとする。 

D-3-3 2 

4 模型 1/500 
別図指示による模型を 2.05m×1.55m 以内
で作成すること。 
様式集には写真１枚を貼り付けること。 

D-4 ― 

 

【全 体】 

様式名称 記載指示事項 
様式 
番号 

頁数
制限

施設への 
取り組み方 

・ 本施設への取り組み方を明確に記述すること。また、
エプロン等整備等事業で整備されるエプロン、構内道
路等カーブサイド側施設や鉄道駅舎等との関連につ
いても明確に記述すること。 

B-1 7 

・ 国際線旅客ターミナルビルを中心にコンセプトその
ものに特徴があり、それが首都圏の空の玄関口として
のアイデンティティを意識した提案であるか明確に
記述すること。 

D-5-1 1 

景観計画 
・ エプロン等整備等事業で整備される構内道路等カー

ブサイド側における周辺施設と調和の取れたランド
スケープデザインコンセプトを明確に記述すること。 

D-5-2 1 

環境負荷軽減
への取り組み 

・ 環境への配慮として、環境負荷の低減に努めるための
具体の導入方針と実現させるための施設面での取り
組みについて明確に記述すること。 

D-6 2 

 

【国際線旅客ターミナルビル・従業員用駐車場・連絡通路・カーブサイド歩道】 

様式名称 記載指示事項 
様式 
番号 

頁数
制限

施設の 
ゾーニング 
計画の考え方 

・ 施設のゾーニング計画についての考え方を明確に記
述すること。また、ゾーニング計画にあたって、重要
と考える事項を列挙し、その内最低でも３項目につい
て、その具体的な内容を明確に記述すること。 

D-7 2 
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様式名称 記載指示事項 
様式 
番号 

頁数
制限

・ 旅客へのサービスレベルが高く、利便性の高い国際線
旅客ターミナルビル等を目指すための、機能的な施設
計画の考え方を明確に記述すること。また、サービス
レベルを設定する要件で重要と考える事項を列挙し、
その内最低でも３項目について、その具体的な内容を
明確に記述すること。 

D-8-1 2 

・ サービスレベルの考え方に沿った施設規模を設定す
るに当たって用いた基礎数値、設定値等の根拠を明確
に記述すること。 

D-8-2 2 

・ 国際線旅客ターミナルビル等に必要不可欠な特殊設
備について、機器及びシステムの諸元、根拠、計画図
等を明確に記述すること。 

D-8-3 10 

施設面 
における 
サービス 
のあり方 

・ 施設のコモンユース化についての方針を明確に記述
すること。 D-8-4 1 

施設面での 
航空保安対策 

・ 国際線旅客ターミナルビル等に求められる施設面で
の保安対策について明確に記述すること。 

D-9 1 

変動要因 
への対応 

・ 社会情勢の変化等、施設に影響を与える変動要因を列
挙の上、コンセプトとして施設拡張性、発展性に関す
る対応について明確に記述すること。 

D-10 1 

快適な 
空間創造への 
取り組み 

・ 快適性をどのように考え、それを実現するための空間
創造に対してどのように取り組むかについて明確に
記述すること。また、快適性について、重要と考える
事項を列挙し、その内最低でも３項目について、その
具体的な内容を明確に記述すること。 

・ 各種動線を計画する上で、重要と考える事項を列挙 
し、そのうち最低でも３項目について、その具体的な
内容を明確に記述すること。 

D-11 2 

動線計画 
・ 国際線旅客ターミナルビル等としての各種動線を可

能な限り分類し、明確に記述すること。なお、計画に
あたっては、保安区域がわかるよう記述すること。 

D-12 5 

際内乗り継ぎ 
に関する提案 

・ 利用者にとって利便性の高い、際内乗り継ぎに関する
施設面での提案を明確に記述すること。 

D-13 1 

収益施設 
の取り組み 

・ 集客力に優れた収益施設の計画について明確に記述
すること。 

D-14 1 

・ 国際線旅客ターミナルビル等に必要な情報提供施設
のあり方を明確に記述すること。また、情報の提供に
あたって、施設面で重要と考える事項を列挙し、その
内最低でも３項目について、その具体的な内容を明確
に記述すること。 

D-15-1 3 
情報提供施設
のあり方 
及び 

サインへの 
取り組み 

・ 国際線旅客ターミナルビル等に必要なサインへの取
り組みを明確に記述すること。また、サイン計画にあ
たって、重要と考える事項を列挙し、その内最低でも
３項目について、その具体的な内容を明確に記述する
こと。 

D-15-2 3 

ユニバーサル
デザインへの
取り組み 

・ 国際線旅客ターミナルビル等に必要なユニバーサル
デザインへの取り組みについて明確に記述すること。
また、実施していくために、重要と考える事項を列挙
し、その内最低でも３項目について、その具体的な内

D-16 2 
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様式名称 記載指示事項 
様式 
番号 

頁数
制限

容を明確に記述すること。 
内部空間の 
デザイン 
コンセプト 

・ 国際線旅客ターミナルビル等に相応しい内部空間の
デザインコンセプトを明確に記述すること。 

 
D-17 1 

 
 

【空港利用者用駐車場】 

様式名称 記載指示事項 
様式 
番号 

頁数
制限

施設の 
ゾーニング 
計画の考え方 

・施設のゾーニング計画についての考え方を、明確に記
述すること。 D-18 1 

・ 利用者へのサービスレベルが高く、利便性の高い駐車
場を目指すための、機能的な施設計画の考え方を明確
に記述すること。また、サービスレベルを設定する要
件で重要と考える事項を列挙し、その内最低でも３項
目について、その具体的な内容を明確に記述するこ
と。 

D-19-1 1 

・ 車両出入り口の処理方針について明確に記述するこ
と。 

D-19-2 1 

・ サービスレベルの考え方に沿った施設規模を設定す
るに当たって用いた基礎数値、設定値等の根拠を明確
に記述すること。 

D-19-3 1 

施設面 
における 
サービス 
のあり方 

・ 場内の管制設備のあり方について明確に記述するこ
と。 D-19-4 1 

変動要因 
への対応 

・ 社会情勢の変化等、施設に影響を与える変動要因を列
挙の上、コンセプトとして拡張性、発展性に関する対
応について明確に記述すること。 

D-20 1 

サービスを 
提供するため
の考え方 

・ 利用者へのサービスを提供する上で、良好な室内環境
の確保及び一般車（乗車）の処理方針について明確に
記述すること。また、サービスを提供するために、重
要と考える事項を列挙し、その内最低でも３項目につ
いて、その具体的な内容を明確に記述すること。 

D-21 1 

動線計画 
・ 駐車場として円滑かつ安全な移動のための各動線を

明確に記述すること。 
D-22 1 

情報提供施設
のあり方 
及び 

サインへの 
取り組み 

・ 駐車場に必要な情報提供施設のあり方を明確に記述
すること。 

・ 駐車場に必要なサインへの取り組みを明確に記述す
ること。 

D-23 1 

ユニバーサル
デザインへの
取り組み 

・ 駐車場に必要なユニバーサルデザインの取り組みに
ついて明確に記述すること。 

 
D-24 1 

 

【施工監理】 

様式名称 記載指示事項 
様式 
番号 

頁数
制限
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様式名称 記載指示事項 
様式 
番号 

頁数
制限

・ 本施設を工期内に確実に完了させるための監理体制
及び取り組みを明確に記述すること。 D-25-1 2 

施工監理業務
への取り組み ・ 本施設を工期内に確実に完了させるためにクリティ

カルとなり得る要素が入った工程表を明確に作成す
ること。 

D-25-2 2 

 

【維持管理】 

様式名称 記載指示事項 
様式 
番号 

頁数
制限

・ ２４時間運用の施設であることや空港特有の特殊設
備を有すること等の本施設の特性を踏まえた維持管
理業務への取組方針を明確に記述すること。 

D-26-1 2 
維持管理業務
への取り組み ・ 上記の維持管理を確実に遂行するための体制を明確

に記述すること。 D-26-2 2 

 

（５）事業計画に関する第二次審査書類            ＜正１部、副３０部＞ 

 

事業計画を作成するにあたっては、別紙１「提案時における事業計画の作成方法」を

確認の上、提案を行うこと。 

 

様式名称 記載指示事項 
様式 
番号 

頁数
制限

事業計画策定
の基本的考え
方 

事業計画策定にあたっての基本的考え方を以下の事項
を含めて簡潔に記述すること。 
・投資計画の考え方 
・資金調達の考え方（資金調達スキームとともに、ウ
ォーターフォール規定、積立金等のＳＰＣ内部での
資金手当に係る方針、出資者に対する配当政策等の
財務管理方針等について示すこと） 

・収入計画の考え方 
・費用計画の考え方 
・財務モニタリングの考え方 

B-1 7 

全体事業計画 事業期間にわたるＳＰＣの全体事業計画に対応した、

諸元設定の根拠資料及び財務諸表を作成すること。 
※添付を求める資料：共通項目及び初期投資の設定（様

式 E-1-1）、資金調達計画（様式 E-1-2）、減価償却費の設

定（様式 E-1-3）、運営収支の設定（様式 E-1-4）、運営支

出の設定根拠（様式 E-1-5）、全体経理に係る財務諸表（様

式 E-1-6） 

E-1 指定

区分経理ごと
の事業計画 

事業期間にわたるＳＰＣの区分経理ごとの事業計画に

対応した、諸元設定の根拠資料及び財務諸表を作成する

こと。 
※添付を求める資料：ＰＳＦＣ経理に係る財務諸表（様

式 E-2-1）、Ａ／Ｌ使用料経理に係る財務諸表（様式

E-2 指定



13 

様式名称 記載指示事項 
様式 
番号 

頁数
制限

E-2-2）、駐車料金経理に係る財務諸表（様式 E-2-3）、コ

ンセッション経理に係る財務諸表（様式 E-2-4）、旅客取

扱施設使用料の設定根拠（様式 E-2-5）、航空運送事業者

事務室等貸付料の設定根拠（様式 E-2-6）、ＰＢＢ等使用

料の設定根拠（様式 E-2-7）、ＢＨＳ等使用料の設定根拠

（様式 E-2-8）、駐車料金の設定根拠（様式 E-2-9）、商業

施設等貸付料の設定根拠（様式 E-2-10～11）、各料金の

対象となる施設範囲図（様式 E-2-12） 
各料金の対象となる施設範囲の考え方については参考

資料５を参照し、様式 D-1⑥で示した旅客ターミナルビ

ル平面図（各階）を用いて施設範囲を示すこと。なお、

着色については参考資料５と同様とすること。 
コスト縮減方
策 

 事業期間にわたって低廉かつ良質な公共サービスの提
供を可能とするために、「より良いものをより安く」とい
う観点から、コスト縮減への取り組みについて明確に記
述すること。また、コスト縮減について、運営・施設整
備・維持管理・事業全体ごとに重要と考える事項を列挙
し、それぞれの事項ごとに最低でも３項目について、具
体的な内容を明確に記述すること。 

E-3 2 

リスクの想定
とリスク対応
策 

リスクの想定とその対応策について、以下の事項を含
めて記述すること。ただし、別途発注者として想定する
リスクに対するストレステストを行い提案事業計画のリ
スク耐性を審査することに留意すること。 
・本事業のリスク想定 
・当該想定リスク発生時の対処方法及び当該対処方法
への応募者等のコミットメント。 

E-4 3 

金額提案書 
（旅客取扱施
設使用料、駐
車料金） 

金額提案書について、以下の点に留意して記述するこ
と。 
・旅客取扱施設使用料は大人一人１回あたりの利用料
金とすること。（様式 E-2-5 と整合が取れているこ
と。） 

・空港利用者駐車場の駐車料金は普通自動車 1 台の駐
車料金とし、1 時間駐車した場合の料金、1 日（24
時間）駐車した場合の料金、3 泊 4 日（96 時間）駐
車した場合の料金の３種類を記述すること。（様式
E-2-9 と整合が取れていること。） 

様式
14 

1 

 

第２ 作成上の留意点 

 

１ 審査書類の位置付け 

書類の作成に当たっては、要求水準書及び事業者選定基準を熟読し作成するとともに、

審査書類の審査上及び契約上の位置付けをよく理解すること。 

 

２ 企業名の記載 

審査書類のうち、企業名は、正本となる「第二次審査書類提出書」(様式１２)に記載

し、それ以外では、特に指定のある場合を除き、代表企業、構成企業及び協力企業の
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企業名及び企業を類推できる記載は行わないこと。また、会社名及び会社を類推でき

る記載(ロゴマークの使用等を含む。)は行わないこと。 

 

３ 記載内容 

各様式の作成については、平易な文章で具体的かつ明確に記述すること。また、具体

的かつ明確に記述するために必要な項目等がある場合は、適宜、追加記述すること。

なお、提案を分かり易く説明するための模式図やイラスト等による表現は可能とする。 

各様式において記述による説明が必要とされている事項については、必ず記述するこ

と。記述のない場合は失格とすることがある。 

各様式間において記載内容の整合性を図ること。記載内容の整合性が明らかに不足し

ている場合は失格とすることがある。 

造語、略語は、専門用語、一般用語を用いて初出の個所に定義を記述すること。 

他の様式や補足資料に関連する事項が記述されているなど、参照が必要な場合には、

該当するページを記述すること。 

 

４ 要約の作成 

  第二次審査書類における全体事業計画及び運営計画の各様式、並びに事業計画のＥ－

３及びＥ－４については、様式番号ごとに提案の要約を作成すること。 

要約作成においてはＡ４縦紙に横書きとし、箇条書きにて作成すること。要約は５０

０文字以内とする。 

なお、要約には、提案内容以外の内容を記述してはならない。 

 

５ 書式等 

各提出書類に用いる言語は日本語、通貨は円、単位はＳＩ単位とすること。 

使用する用紙は、表紙を含め、各規定様式を使用し、特に指定のある場合を除き、Ａ

３判横長両面印刷とし、左側２点綴じ冊子とすること。 

頁数に制限がある場合は、それを遵守すること。 

図表等は適宜使用して構わないが、規定の頁数に含めること。 

図面等を除き、各提出書類で使用する文字の大きさは、原則10.5 ポイント程度とし、

左２０ｍｍ、右５０ｍｍ程度の余白を設定すること。 

会社概要については、パンフレット等の使用を認める。 

 

６ 編集方法 

書類の順序は、様式通番のとおりとすること。 

提案書の１項目が複数ページにわたるときは、右肩にページ番号を付すこと。 

例)１／２ 

第二次審査書類は、事業全体方針に関する第二次審査書類、運営計画に関する第二

次審査書類、施設整備計画に関する第二次審査書類、事業計画に関する第二次審査

書類に分けて編集すること。 

 

７ 提出方法 

ア 審査書類提出書及び業務要求水準書に係る確認書は正本１部を提出すること。 

イ 提出資料は、第一次審査書類については正本１部、副本２０部、合計２１部を１

セットずつ２１の封筒に分けて提出すること。 

  第二次審査書類については、正本１部、副本３０部、合計３１部を１セットずつ
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３１の封筒に分けて提出すること。ただし、模型は１点とする。 

ウ 副本の表紙には、右肩に通し番号を付けること。 

エ 各様式は、Microsoft Word 又はMicrosoft Excel を使用して作成し、各情報が保

存されている3.5インチフロッピーディスク又はCD-ROMを、第一次審査書類につい

ては１枚、第二次審査書類については全体事業方針、運営計画、施設整備計画、

事業計画それぞれにつき１枚ずつ提出すること(計算の数式及び他のシートとの

リンクが残ったままとし、再計算等が可能な状況で提出のこと。様式内で用いる

図、表、写真等については、データでのカット＆ペーストができる状態のまま提

出すること。)。 



平成 年 月 日

募集要項等に関する質問書

会社名又は団体名

住　　　 所

所 属 部 署

提出者氏名

電話番号

Ｆ Ａ Ｘ

メールアドレス

ページ 行目

※注意事項

様式－１

連　絡　先

9. 「ページ」の列には、当該質問対象箇所が記載されているページ番号(当該ページの下部に記載されている数字)を半角アラビア数字で記載

すること。ページ番号が記載されていない資料については、PDFファイル上のページ番号を記載すること。

10. 「行目」の列には、当該質問対象箇所が記載されている行が当該ページ中で上から数えて何行目であるかを半角アラビア数字で記載する

こと。なお、文章中の空白行は一行とは数えない。表が含まれるページに関しては表中の一行もページ中の一行として数えるものとする。

1. 質問の提出方法、回答方法については、募集要項を参照すること。

2. 質問は、セル1行につき1問とすること。

5

3. ある一つの箇所を対象に複数の質問を行う場合には、それぞれを互いに別の質問と見なし、各々別のセルに記載すること。

4. 別々の質問文間の相互参照を行わないこと。

5. ある一つの主旨の質問について当てはまる質問対象箇所が募集要項及び添付資料を通じて複数ある場合には、そのうち最も前に記載され

ている箇所のみを質問対象箇所として記載すること。

6. 質問内容は会社としてとりまとめ、主旨の重複する複数の質問を行わないこと。

13. 記入欄は必要に応じて追加すること。

7. 本様式にはあくまで質問のみを記載すること。

8. 「資料番号」の列には、質問の対象となっている資料に応じて資料コード表（「資料コード表」のシートを参照）の凡例に従い半角アラビア数字

で記載すること。

11. 「項目」の列には、当該質問に該当する大網（章等）より記入すること（英数字、カタカナは全角）。

　記入例）７．（２）（ア）

12. 上記8～11の記載をもとに質問を対象箇所の順に並べ、「質問No.」の列に「1」から順に通し番号を半角アラビア数字で記載すること。

2

4

3

（記入例）○○については、△△という

意味でしょうか。

　「東京国際空港国際線地区旅客ターミナルビル等整備・運営事業」の募集要項等について、以下のとおり質問を提出

します。

質問番号 資料番号 資料名

1

項目 質問の内容



(様式 ２) 
平成  年  月  日 

 
 

東京国際空港国際線地区旅客ターミナルビル等整備・運営事業 
募集要項等に関する説明会参加申込書 

 
  
契約担当官 
東京航空局長 城石 幸治 殿 
 

住    所 
商号又は名称 
代表者の氏名          ○印 

 
 
 
１．名称又は商号：  ○○○○株式会社 
 
２．参 加 者 ：  ○○本店 ○○部 ○○課 ○○ ○○ 
           ○○本店 ○○部 ○○課 ○○ ○○ 
 
３．問い合わせ先 
  担 当 者 ： ○○ ○○ 
部   署 ： ○○本店 ○○部 ○○課 

     電 話 番 号 ： （代）○○○―○○○―○○○○ 
 
注１）本説明会への申込みは、原則として参加表明書の提出を予定する企業のみとし
ます。 

注２）会場の都合上参加者は１企業２名以内としてください。 
注３）当日は、募集要項等を持参してください。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第一次審査時提出書類 

様式集 



 

 (様式 ３) 
平成  年  月  日 

 

参加表明書 

 
 
契約担当官 
東京航空局長 城石 幸治 殿 

 
 
 

 
                  応募グループ名 

（代表企業）住 所 
商号又は名称 
代表者の氏名           ○印 

 
 
 平成１７年７月２９日付けで募集要項の公表がありました「東京国際空港国際線地区旅
客ターミナルビル等整備・運営事業」の公募に参加することを表明します。 
 なお、別添「代表企業、構成員及び協力会社並びに役割分担表」で示す各構成員及び協
力会社は、募集要項に示される参加資格に関する制限に該当しないことを誓約します。 
 
 
 
  
 



 

 

(様式 ４) 
平成  年  月  日 

 

代表企業、構成員及び協力会社並びに役割分担表 

 
住    所 
商号又は名称 
代表者の氏名 

担当者 氏 名              所 属 
    電話番号             ＦＡＸ 
    E-mail 

代表企業 

本事業における役割（設計・施工監理・運営・維持管理 等） 
 本事業における役割を選択し、その内容を簡潔に記載してください。なお、一

つの業務を複数の企業で分担する場合は、分担する業務の内容についても記載し

てください。 
住    所 
商号又は名称 
代表者の氏名 

担当者 氏 名              所 属 
    電話番号             ＦＡＸ 
    E-mail 

構成員 

本事業における役割（設計・施工監理・運営・維持管理 等） 
 

住    所 
商号又は名称 
代表者の氏名 

担当者 氏 名              所 属 
    電話番号             ＦＡＸ 
    E-mail 

協力会社 

本事業における役割（設計・施工監理・運営・維持管理 等） 
 
 

※構成員及び協力会社の記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成するこ
と。また、不要な欄は適宜削除すること。 



 

 

(様式 ５) 
平成  年  月  日 

 

委 任 状 

 

契約担当官 
東京航空局長 城石 幸治 殿 

 
 
構成員 住   所 
商号又は名称 

代表者氏名                          ○印 
構成員 住   所 
商号又は名称 

代表者氏名                          ○印 
構成員 住   所 
商号又は名称 

代表者氏名                          ○印 

協力会社 住   所 
商号又は名称 

代表者氏名                          ○印 
※記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成すること。また、不要な欄は適宜

削除すること。 
 
私達は、下記の企業をグループの代表企業とし、「東京国際空港国際線地区旅客ターミナ
ル等整備・運営事業」に関し、下記の権限を委任します。 

 
受任者 

 

住   所 
商号又は名称 
代表者氏名                          ○印 

委任事項 

 

１．参加表明に関する件 

２．参加資格要件確認審査申請に関する件 

３．第一次審査提案に関する件 

４．辞退に関する件 
５．復代理人の選任及び解任に関する件 

 



 

 

(様式 ６) 
平成  年  月  日 

参加資格要件確認申請書 

 
 
契約担当官 
東京航空局長 城石 幸治 殿 

 
                    応募グループ名 

（代表企業）住 所 
商号又は名称 
代表者の氏名           ○印 

 
平成１７年７月２９日付で募集要項の公表がありました「東京国際空港国際線地区旅客
ターミナルビル等整備・運営事業」に係る参加資格要件について確認されたく、下記の関
係書類を添えて申請します。 
なお、募集要項に定められた参加資格要件を満たしていること、並びにこの申請
書及び添付資料の内容については、事実と相違ないことを誓約します。 
 
 

記 

 

１．募集要項７.(３)(ア)に定める建設コンサルタント業務に係る平成 17・18 年度 

一般競争参加資格の決定を受けていることを証明した書面 

２．募集要項７.(３)(イ)に定める一級建築士事務所登録を証明した書面 

３．募集要項７.(４)(ア)に定める建設コンサルタント業務に係る平成 17・18 年度 

一般競争参加資格の決定を受けていることを証明した書面 

４．募集要項７.(４)(イ)に定める一級建築士事務所登録を証明した書面 
以 上 

 
 
注）なお、「資格確認結果通知書」を通知期限日以降に受け取りに来れない者は、返信用
封筒として、表に申請者の住所・氏名を記載し、簡易書留料金分を加えた料金（４３０
円）の切手を貼った長３号封筒を申請書と併せて提出して下さい。 



 

 

(様式 ７) 

平成  年  月  日 

第一次審査書類提出書 

 
 
契約担当官 
東京航空局長 城石 幸治 殿 

 
 

                    応募グループ名 
（代表企業）住 所 
商号又は名称 
代表者の氏名           ○印 

 
 
「東京国際空港国際線地区旅客ターミナルビル等整備・運営事業 募集要項」に基づき、
必要書類を添付して提出します。 
なお、提出書類の記載事項及び添付書類について事実と相違ないことを誓約します。 
 
 



 

 

（様式 ８） 
 

平成  年  月  日 
 

守秘義務の遵守に関する誓約書 
 
 

契約担当官 
東京航空局長 城石 幸治 殿 

 
 

                    応募グループ名 
（代表企業）住 所 
商号又は名称 
代表者の氏名           ○印 

 
  
当社は、今般、国土交通省東京航空局（以下「国」という。）から、平成１７年７月２９
日付で募集要項の公表があった東京国際空港国際線地区旅客ターミナルビル等整備・運営
事業に係る事業者選定（以下「本公募」という。）における応募提案を検討すること（以下
「本目的」という。）を目的として、本公募に係る募集要項に定められた第一次審査参加者
にのみ開示される資料及び適宜必要な情報（以下これらを総称して「守秘義務対象資料」
という。）の貸与を受けることを希望しますが、守秘義務対象資料の貸与を受けるに当たっ
ては、下記事項を遵守し、秘密を保持することを誓約します。 
 

記 
第１条（利用の目的） 
 １ 当社は、本目的のためにのみ、守秘義務対象資料の開示を受けるものであり、本目
的以外の目的のために当該資料を利用しません。 
 ２ 当社は、本書記載の遵守事項と同一の守秘義務の履行を国に対して誓約した場合に
限り、本目的を達するため必要な範囲及び方法で、当社の代理人、補助者その他の者
に対し、守秘義務対象資料の全部または一部を開示することができるものとします。 

 
第２条（秘密の保持） 
当社は、国から開示を受けた守秘義務対象資料を秘密として保持するものとし、前条に
定める場合のほか、第三者に対し開示しません。 
 
第３条（善管義務） 
当社は、国から提供を受けた守秘義務対象資料を、善良な管理者としての注意をもって
取り扱うことを約束します。 
 
第４条（個人情報の取扱い） 
国から提供又は開示を受けた守秘義務対象資料のうち個人情報に該当するものについて
は、法令、条例等（以下「法令等」という。）により、国に認められる範囲内で、かつ、当
社に認められる範囲内でのみ利用し、保持し、かつ、法令等により国及び当社に要求され
る限度の適切な管理を行うことを約束します。 



 

 

 
第５条（期間） 
本書に基づき当社が負う義務は、第二次審査書類の提出に至らなかった場合及び第二次
審査の結果選定事業者候補者として選定されなかった場合であっても、存続するものとし
ます。 
 
第６条（損害賠償義務） 
当社の本書に違反する行為により秘密が漏洩した場合、当社は、それにより国に生じた
損害を賠償することを約束します。 
 
第７条（書類の返還） 
 受領した守秘義務対象資料は、募集要項に定める返還期日までに、その写しも含めてす
べて速やかに返却することを約束します。 
 
第８条（定義） 
 本書において、特段に定める場合の他、本書における用語の定義は、本公募の募集要項
等の定めるところによることとします。 
 
 



 

 

(様式 ９) 
 

平成  年  月  日 
 

守秘義務対象資料貸与申込書 
 
 
契約担当官 
東京航空局長 城石 幸治 殿 

 
                    応募グループ名 

（代表企業）住 所 
商号又は名称 
代表者の氏名           ○印 

 
 
東京国際空港国際線地区旅客ターミナルビル等整備・運営事業に係る守秘義務対象資料
について、貸与を申し込みます。 
 
  担 当 者 ： ○○ ○○ 
部   署 ： ○○本店 ○○部 ○○課 

     電 話 番 号 ： （代）○○○―○○○―○○○○ 
 

受付年月日・受付印  
貸与の申込を受け付けました。 
 
 受付番号 ： Ｎｏ．     
 
 

 

 ※期限を厳守し、返還の際は守秘義務対象資料と受付印が押印された本書を併せて提出 
すること 

                                               
 

平成  年  月  日 
返 還 書 

 
東京国際空港国際線地区旅客ターミナルビル等整備・運営事業に係る守秘義務対象資料
を返還します。 
 

受付年月日・受付印  
 
 
 
 
 



 

 

(様式１０) 
平成  年  月  日 

 
 

辞退届 

 
 
契約担当官 
東京航空局長 城石 幸治 殿 

 
 
                    応募グループ名 

（代表企業）住 所 
商号又は名称 
代表者の氏名           ○印 

 
 
 
平成１７年７月２９日付で募集要項の公表がありました「東京国際空港国際線地区旅客
ターミナルビル等整備・運営事業」に関する第二次審査参加者となりましたが、都合によ
り参加を辞退します。 
 
 



 

 

(様式１１－１) 
 
 

平成  年  月  日 

 

構成員等変更届 

 

契約担当官 
東京航空局長 城石 幸治 殿 
 
 
                    応募グループ名 

（代表企業）住 所 
商号又は名称 
代表者の氏名           ○印 

 
平成１７年７月２９日付で募集要項の公表がありました「東京国際空港国際線地区旅客
ターミナルビル等整備・運営事業」について、第二次審査参加者となりましたが、下記の
理由により、別添のとおり構成員（協力会社）を変更させていただきたく、当該変更後の
企業に係る参加資格確認申請書及び関係書類を添えて、構成員等変更届を提出します。 
なお、別添における変更後の構成員（協力会社）は、本件募集要項に示される参加資格
に関する制限に該当しないことを誓約します。 
注）（ ）は、協力会社の場合に記載する。 
 
 

記 
 

(変更する理由を記載すること) 



 

 

(様式１１－２) 
 

変更内訳書 
 

住    所 
商号又は名称 
代表者の氏名 

担当者 氏 名              所 属 
    電話番号             ＦＡＸ 
    E-mail 

構成員又は

協力会社 
(変更前) 

本事業における役割（設計・施工監理・運営・維持管理 等） 
 本事業における役割を選択し、その内容を簡潔に記載してください。な

お、一つの業務を複数の企業で分担する場合は、分担する業務の内容につ

いても記載してください。 
住    所 
商号又は名称 
代表者の氏名 

担当者 氏 名              所 属 
    電話番号             ＦＡＸ 
    E-mail 

構成員又は

協力会社 
(変更後) 

本事業における役割（設計・施工監理・運営・維持管理 等） 
  
 

 

 

 

 

※構成員及び協力会社の記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成すること。
また、不要な欄は適宜削除すること。 
※構成員及び協力会社を変更することにより、他の構成員及び協力会社の本事業における
役割を変更する場合は、当該企業に関しても、本様式に準じて作成してください。 

 



 

 

 
 
 
 
 
 
 

第二次審査時提出書類 

様式集 



 

 

(様式１２) 

平成  年  月  日 

第二次審査書類提出書 

 

 
契約担当官 
東京航空局長 城石 幸治 殿 

 
 

                    応募グループ名 
（代表企業）住 所 
商号又は名称 
代表者の氏名           ○印 

 
 
「東京国際空港国際線地区旅客ターミナルビル等整備・運営事業 募集要項」に基づき、
必要書類を添付して提出します。 
なお、提出書類の記載事項及び添付書類について事実と相違ないことを誓約します。 
 
 



 

 

(様式 １３) 
平成  年  月  日 

 

委 任 状 

 

契約担当官 
東京航空局長 城石 幸治 殿 

 
 
構成員 住   所 
商号又は名称 

代表者氏名                          ○印 
構成員 住   所 
商号又は名称 

代表者氏名                          ○印 
構成員 住   所 
商号又は名称 

代表者氏名                          ○印 

協力会社 住   所 
商号又は名称 

代表者氏名                          ○印 
※記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成すること。また、不要な欄は適宜

削除すること。 
 
私達は、下記の企業をグループの代表企業とし、「東京国際空港国際線地区旅客ターミナ
ル等整備・運営事業」に関し、下記の権限を委任します。 

 
受任者 

 

住   所 
商号又は名称 
代表者氏名                          ○印 

委任事項 

 

１．第二次審査提案に関する件 

 



 

 

 (様式１４) 

平成  年  月  日 
 

金 額 提 案 書 

 
契約担当官 
東京航空局長 城石 幸治 殿 

 
 
                    応募グループ名 

（代表企業）住 所 
商号又は名称 
代表者の氏名           ○印 

 
 
「東京国際空港国際線地区旅客ターミナルビル等整備・運営事業 募集要項」(添付資料を
含む。)を承諾の上、以下の金額を提案します。 
 
 
航空旅客大人１名から徴収する旅客取扱施設使用料 
 
 年間航空旅客数が 600万人の場合    年間航空旅客数が 700万人の場合 
 

   
 

    
1時間あたりの普通自動車駐車料金 
 

￥                                    
 
24時間（１日）あたりの普通自動車駐車料金 
 

￥                                    
 
96時間（3泊 4日）あたりの普通自動車駐車料金 
 

￥                                    
 
 
※金額の記載は、アラビア数字を使用すること。また、金額を訂正した金額提案書は無効となるので、
留意すること。  

￥ ￥ 



 

 

 (様式１５) 
平成  年  月  日 

 

業務要求水準書に関する確認書 

 
 
契約担当官 
東京航空局長 城石 幸治 殿 

 
                    応募グループ名 

（代表企業）住 所 
商号又は名称 
代表者の氏名           ○印 

 
 
平成１７年７月２９日付で募集要項の公表がありました「東京国際空港国際線地区旅客
ターミナルビル等整備・運営事業」の参加に関する提出書類の一式は、募集要項に添付さ
れた「東京国際空港国際線地区旅客ターミナルビル等整備・運営事業 業務要求水準書」
に規定された業務要求水準と同等又はそれ以上の水準であることを誓約します。 
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別紙１ 提案資料作成時における事業計画の作成方法 

 

本別紙は、提案資料作成時における事業計画の作成に関して、国が想定する前提条件の

明確化を図ることを目的とする。本別紙及び記載要領において示した諸々の前提条件は、

あくまでも提案書作成時における仮定条件であり、事業実施時における事業計画の前提条

件を必ずしも将来に向かって拘束するものではない。 

 

 

１．全体事業計画 

 

（１）共通項目及び初期投資の設定（様式 E-1-1） 

 

① 基礎数値 

・ 年間発着回数は、３万回を前提とする。 

・ 年間旅客数は、旅客数の変動に対する事業収支の安定性について審査を行うこと

を予定していることから、600 万人／700 万人の２パターンを設定して、それぞれ

について事業計画を作成すること。 

・ ただし、下記③及び④については、かかる旅客数の変動にかかわらず、年間 700

万人に対応可能な施設整備計画を前提に設定すること。 

 

② 借地面積 

・ 旅客ターミナルビル等事業用地全体の面積は 130,198.77 ㎡とし、これに対してＣ

ＩＱ（合築部分・別棟部分）に係る土地の持分を控除した分を借地面積とする。 

・ ＣＩＱ合築部分に係る土地の持分は、旅客ターミナルビル（連絡通路を除く）の

１階平面の構造体で囲まれたエリアの外壁中心から１メートル外側で囲まれたエ

リアの面積に対して、旅客ターミナルビル（連絡通路を除く）の延床面積の合計

に占めるＣＩＱ合築部分の床面積の比率を乗じて求めるものとする。 

・ ＣＩＱ棟に係る土地の持分は、5,750 ㎡とする。 

・ 借地面積のうち、駐車場機能に必要な用地面積を駐車場の持分とし、その他の用

地面積は旅客ターミナルビルの持分と見なすものとする。 

・ これらの面積は、全て様式中において自動的に計算される。 

 

③ 建築面積、延床面積 

・ 旅客ターミナルビル及び駐車場の建築面積、延床面積は、施設整備計画に基づい

て適切な値を設定すること。 

・ さらに、旅客ターミナルビルの延床面積について、ＰＳＦＣ対象施設、航空運送
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事業者事務室等、及び商業施設等の３区分ごとにそれぞれ内訳の値を設定するこ

と。３区分の詳細については、別表に示すとおりとする。なお、その際、参考資

料５＜ＰＳＦＣ対象範囲図＞を参照すること。 

・ ただし、機械室・通路・ビル事業者等施設については、上記３つの区分における

占有面積の比率を用いて自動的に按分計算を行うので、床面積のみを設定するこ

と。 

・ なお、旅客ターミナルビルの延床面積区分によって、各々の利用料金の算定にお

ける経費按分率が自動的に計算される点に留意すること。 

 

④ 初期投資 

 

ア 工事費 

・ 工事費は、対象施設の施工に係る工事代金の総額とする。 

・ 減価償却費の算定と連動していることを踏まえて、施設整備計画に基づき、必要

な額を表の各項目に入力すること。 

 

イ 開業費 

・ 設計監理料は、対象施設の設計及び施工監理に要する費用の総額とする。費用の

算定根拠については、必要に応じて別紙により補足説明を行うこと。 

・ 建設中金利は、事業者が建設期間中の資金調達に要する借入金利として、資金調

達計画に基づく借入額及び利率をもとに算定した額とする。記入にあたっては、

「資金調達計画（様式 E-1-2）」における建設期間中の他人資本の額との整合性を

図ること。 

・ 建設中事務費は、応募者が運営開始までの間に必要と判断する諸費用の総額とす

る。費用の算定根拠については、必要に応じて別紙により補足説明を行うこと。 

・ 建設中借地料は、事業者が建設期間中に国に支払う借地料の総額とする。金額は

様式中において自動的に計算される。 

・ 不動産取得税及び登録免許税は、対象施設の評価額（工事費、設計監理料及び建

設中事務費の総額に 70％を乗じた額）を課税標準とし、これに税率を乗じた額と

する。金額は、様式中において自動的に計算される。 

 

（２）資金調達計画（様式 E-1-2） 

 

① 資金需要 

・ 「共通項目及び初期投資の設定（様式 E-1-1）」において算定された工事費及び開

業費について、国があらかじめ指定するものを除き、応募者の提案により建設期



 3

間中の進捗率を適切に設定し、各事業年度の資金需要に所要額を反映させること。

金額は、進捗率に基づき、様式中において自動的に計算される。 

・ ただし、建設中金利については、資金調達の項目における各事業年度の他人資本

の額に基づき、金利等の返済条件を踏まえて適切な値を入力すること。 

・ 運転資金については、事業期間中の各段階に応じて適切な金額を入力すること。 

・ なお、再投資については、「減価償却費の設定（様式 E-1-3）」との関連性があるた

め、直接入力を行わない代わりに、様式 E-1-3 に入力することにより、適切な再

投資額が計上されていることを確認すること。 

 

② 資金調達 

・ 事業年度ごとに資金の過不足が生じないよう、自己資本・他人資本それぞれにつ

いて、必要な額を応募者で判断のうえ入力すること。 

・ また、各々の資金の調達条件や返済方法等、資金調達の実現可能性を示す資料を

作成のうえ、添付すること。 

・ なお、資金過不足額の各項目は、全て様式中において自動的に計算される。 

 

（３）減価償却費の設定（様式 E-1-3） 

 

・ 減価償却費は、供用開始前に要する費用のうち、工事費及び開業費（建設中借地料

を除く）の合計を取得価額とし、法定耐用年数及び残存価額（取得価額×10％）を

適切に設定して、定額法により算定した額とする。 

・ 「共通項目及び初期投資の設定（様式 E-1-1）」において算定された工事費及び開業

費について、項目ごとに耐用年数を適切に設定すること。耐用年数以外の項目は、

全て様式中において自動的に計算される。 

・ なお、設備の更新等、事業期間中における再投資を予定する場合は、再投資の項目

において別途、更新後の減価償却費を算定すること。この場合、更新後の残存価額

及び耐用年数は自動的に計算される。 

 

（４）運営収支の設定（様式 E-1-4、E-1-5） 

 

・ 運営収入及び運営支出について、全運営期間を通じた平年ベースの金額を、以下に

示す方法により項目別に設定すること。 

・ なお、運営支出のうち、減価償却費及び金利については、それぞれ別様式にて設定

することとし、ここでは記載しなくてよいものとする。 

 

① 運営収入（様式 E-1-4） 
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・ ＰＳＦＣ、航空運送事業者事務室等貸付料、搭乗橋等使用料（ＰＢＢ等使用料）、

手荷物取扱施設等使用料（ＢＨＳ等使用料）、駐車料金、商業施設等貸付料、及び

その他について、それぞれの算定対象原価に適正な利潤を織り込んだ利用料金を

提案すること。利用料金の算定方法の詳細は、２．（３）に示すとおりとする。 

・ その他の収入については、項目及び算定方法は全て応募者の提案とするので、算

定根拠の妥当性を示す資料を作成のうえ、添付すること。 

 

② 運営支出（様式 E-1-4、E-1-5） 

 

ア 運営費 

・ 運営費は、旅客ターミナルビル等の運営に要する人件費及び委託料の総額とする。 

・ 様式 E-1-5 において、要求水準書に示す運営業務の区分に応じて、運営計画に基

づき、実施に要する人工数及び単価を利用料金区分ごとに設定すること。なお、

利用料金区分ごとの設定方法の詳細は、２．（２）に示すとおりとする。 

・ 人件費ではなく委託料として支出する予定の費用についても、人工への換算が可

能な範囲で説明を行うこと。 

・ 様式 E-1-5 は任意に変更できるものとするが、費用の合計欄が様式 E-1-4 と連動

している点に留意すること。 

 

イ 維持管理費 

・ 維持管理費は、旅客ターミナルビル等の維持管理に要する光熱水費、修繕費、清

掃費、警備費等の総額とする。 

・ 様式 E-1-5 において、要求水準書に示す維持管理業務の区分に応じて、維持管理

計画に基づき、実施に要する数量及び単価を利用料金区分ごとに設定すること。

なお、利用料金区分ごとの設定方法の詳細は、２．（２）に示すとおりとする。 

・ 様式 E-1-5 は任意に変更できるものとするが、費用の合計欄が様式 E-1-4 と連動

している点に留意すること。 

 

ウ 運営中借地料 

・ 運営中借地料のうち、固定借地料については、あらかじめ国が指定する。金額は

様式中において自動的に計算される。 

・ 運営期間中の借地料としては、かかる固定部分の他に売上高歩合額が発生するが、

「財務諸表（様式 E-1-6）」の損益計算書において算定するため、本様式において

は見込まなくてよいものとする。 

 

エ 保険料 
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・ 保険料は、事業契約書（案）の内容を踏まえ、応募者において加入を予定する保

険を判断のうえ、必要な額を入力すること。 

 

オ 信託口座手数料 

・ 信託口座手数料は、事業契約書（案）の内容を踏まえ、事業者による開設が義務

付けられる信託口座の手数料として、必要な額を入力すること。 

 

カ 公租公課（固定資産税、都市計画税、事業所税） 

・ 固定資産税及び都市計画税は、事業者が所有する対象施設の評価額（評価額の範

囲は不動産取得税及び登録免許税に同じ）を課税標準とし、これに税率を乗じた

額とする。 

・ 事業所税は、事業者が所有する対象施設の延床面積に税率を乗じた額とする。 

・ これらの税額は、全て様式中において自動的に計算される。 

 

（５）全体経理に係る財務諸表（様式 E-1-6） 

 

・ 貸借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算書を作成のうえ、財務指標（PIRR、

配当 IRR、LLCR、DSCR）をあらかじめ設定された計算式により算出すること。 

・ 事業期間中の物価変動については、物価変動がないもの（エスカレーション＝0.0％）

として計算する。 

・ 各事業年度における元本及び利息の返済額は、「資金調達計画（様式 E-1-2）」と整合

性が図られることを前提に、適切な値を設定のうえ入力すること。このとき、計算

式を残すか説明資料を添付することにより、入力した値の妥当性を国が判断できる

ようにすること。 

・ 運営中借地料のうち、売上高歩合額の計算方法は、以下のとおりとする。金額は、

様式中において自動的に計算される。 

【売上高歩合額の計算方法（抄）】 

(1) 売上高歩合額は、売上高歩合額に係る納入告知書を発する日の所属会計年度初

日以前の直近における会計経理期間における事業者の売上高経常利益率（＝経常

利益／営業収益×100）が５％を超える場合に適用する。 

(2) 対象となる売上高は、事業者の本件事業に係る売上高のうち、航空運送事業者

に係るもの（航空運送事業者に対する施設賃貸料、施設使用料等）、旅客取扱施

設使用料に係るもの及び駐車料金に係るものを除外したものをいう。 

(3) 国は、売上高歩合額の算定基礎資料として、毎年度、対象となる事業者の決算

後直ちに、別に定める事業別売上高に係る資料に基づき上記（２）の「対象とな

る売上高」を求め、次の算定方式により売上高歩合額を算定するものとする。 
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   [計算式]  売上高歩合額＝対象となる売上高×５％  

  ただし、上記売上高歩合額を加算することにより、売上高歩合額の算定に用い

た期の売上高経常利益率が５％を下回ることとなる場合には、売上高経常利益率

の５％を越える部分に相当する額を売上高歩合額として算定するものとする。 

・ 法人税等の実効税率は、実効税率＝｛法人税率【30.0％】×（1＋法人住民税率

【20.7％】）＋法人事業税率【10.08％】｝÷｛1＋法人事業税率【10.08％】｝と置き、

42.05％とする。税額は、様式中において自動的に計算される。 

・ 利益処分（法定準備金への繰入、配当）については、財務安定性の観点から適切な

内部留保が行われていることを前提に、応募者の提案により設定すること。 

・ 提案資料作成の段階においては、事業終了時の買取額は簿価によることとする。買

取額は、様式中において自動的に計算される。 

・ その他の項目については、全て様式中において自動的に計算される。 

 

 

２．区分経理ごとの事業計画 

 

（１）区分経理ごとの事業計画の作成方法 

 

・ 応募者は、提案資料作成時における事業計画の作成にあたっては、本事業に係る収

入・支出を、以下の①～④の経理に区分しなければならない。 

・ また、応募者は、経理ごとの収支をそれぞれバランスさせることとし、各経理間の

内部補助は認めない。 

① 旅客取扱施設使用料に係る経理（以下「ＰＳＦＣ経理」という。） 

② 航空運送事業者からの施設賃貸料等に係る経理（以下「Ａ／Ｌ使用料経理」

という。） 

③ 構内営業者からの施設賃貸料その他の収入に係る経理（以下「コンセッショ

ン経理」という。） 

④ 駐車料金に係る経理（以下「駐車料金経理」という。） 

・ なお、各経理の区分の詳細な考え方については、別表のとおりとする（参考資料５

＜ＰＳＦＣ対象範囲図＞を参照すること。）。 

 

（２）各区分経理に係る財務諸表（様式 E-2-1～E-2-4） 

 

・ 「全体経理に係る財務諸表（様式 E-1-6）」をもとに、以下の方法により４つの経理

区分ごとに金額を配分し、貸借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算書をそ
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れぞれ作成のうえ、財務指標（PIRR、配当 IRR、LLCR、DSCR）をあらかじめ設定され

た計算式により算出すること。 

 

① 運営収入 

・ 別表に示す収入区分によるものとする。 

 

② 運営支出 

 

ア 減価償却費 

・ 減価償却費は、別表に示す対象施設の区分に沿って、国が各様式で指定した計算

式に基づき自動的に各経理に配分される。 

 

イ 金利 

・ 金利は、「全体経理に係る財務諸表（様式 E-1-6）」において設定した額を、工事費

の比率に応じて自動的に各経理に配分される。 

 

ウ 運営費 

・ 運営費は、「運営支出の設定根拠（様式 E-1-5）」において設定した料金区分に応じ

て自動的に各経理に配分される。 

・ どの料金区分にも直接含まれない費用については、延床面積に応じて自動的に各

経理に配分される。 

 

エ 維持管理費 

・ 維持管理費は、「運営支出の設定根拠（様式 E-1-5）」において設定した利用料金区

分に応じて自動的に各経理に配分される。 

・ ＰＳＦＣ対象施設、航空運送事業者事務室等、及び商業施設等の３区分に共通す

る費用及びどの料金区分にも直接含まれない費用については、延床面積の比率に

応じて自動的に各経理に配分される。 

 

オ 借地料 

・ 借地料については、あらかじめ国が指定する方法により自動的に各経理に配分さ

れる。 

 

カ 保険料、信託口座手数料 

・ 保険料及び信託口座手数料は、「運営収支の設定（様式 E-1-4）」において設定した

額が、延床面積の比率に応じて自動的に各経理に配分される。 
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キ 固定資産税、都市計画税 

・ 固定資産税及び都市計画税は、「運営収支の設定（様式 E-1-4）」において設定した

額が、工事費の比率に応じて自動的に各経理に配分される。 

 

ク 事業所税 

・ 事業所税は、「運営収支の設定（様式 E-1-4）」において設定した額が、延床面積の

比率に応じて自動的に各経理に配分される。 

 

③ 法人税等及び利益処分 

・ 法人税等の計算は、本来は全体経理において算定すべきであるが、区分経理を行

うために便宜上、４つの経理区分においてそれぞれ独自に算定を行っている。こ

のため、各事業年度における経理区分ごとの収支の状況によっては、４つの経理

区分の合計が全体経理の値と必ずしも一致しない点に留意すること。 

・ 利益処分（法定準備金への繰入、配当）については、各経理区分における財務安

定性の観点から、それぞれにおいて適切な内部留保が行われていることを前提に、

応募者の提案により設定すること。 

・ このとき、各経理区分における利益処分の額の合計が、「全体経理に係る財務諸表

（様式 E-1-6）」において算定された利益処分の額と一致していること。 

 

④ キャッシュフロー計算 

・ 投資、資本金、借入及び元本返済の額は、「全体経理に係る財務諸表（様式 F-1-6）」

において事業年度ごとに設定した額を、工事費の比率を用いて按分する。 

 

（３）各利用料金の設定根拠（様式 E-2-5～E-2-11） 

 

・ 各利用料金の算定方法は、以下に示すとおりとする。 

・ 「運営収支の設定（様式 E-1-4）」において算定された運営支出を（２）に示す方法

により配分し、全運営期間を通じた平年ベースの金額を求めたうえで、適切な利潤

を織り込んだ単価が算定されていることを確認すること。 

 

① 旅客取扱施設使用料の設定根拠（様式 E-2-5） 

・ 単価は、算定対象原価を年間旅客数の半数で割り戻して得られた金額に、応募者

の提案に基づく利潤を織り込んだうえで、大人・小人・免除対象者の比率（96／3

／1）及び航空運送事業者の徴収手数料（4.5％）を加味して算定された額とする。 

・ 各項目は、全て様式中において自動的に計算される。 
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② 航空運送事業者事務室等貸付料の設定根拠（様式 E-2-6） 

・ 単価は、算定対象原価に応募者の提案に基づく利潤を織り込んだうえで、貸付対

象の占有面積で割り戻して得られた金額とする。 

・ 各項目は、全て様式中において自動的に計算される。 

 

③ ＰＢＢ等使用料の設定根拠（様式 E-2-7） 

・ 単価は、算定対象原価に応募者の提案に基づく利潤を織り込んだうえで、年間発

着回数の半数で割り戻して得られた金額とする。 

・ 各項目は、全て様式中において自動的に計算される。 

 

④ ＢＨＳ等使用料の設定根拠（様式 E-2-8） 

・ 単価は、算定対象原価に応募者の提案に基づく利潤を織り込んだうえで、年間発

着回数の半数で割り戻して得られた金額とする。 

・ 各項目は、全て様式中において自動的に計算される。 

 

⑤ 商業施設等貸付料の設定根拠（様式 E-2-9～E-2-10） 

・ 羽田空港の立地状況及び来港者数の見込み等を踏まえ、商業施設の運営方式（サ

ブリース方式、運営委託方式等）を含め、提案に基づき適切に算定する。 

・ 料金の算定にあたっては、提案の根拠となる業種別の店舗数、店舗面積、年間売

上高、賃料比率等を記載した資料を作成のうえ、提出するものとする。 

・ 様式 E-2-9 の各項目は、全て様式中において自動的に計算される。 

・ 様式 E-2-10 は、任意に変更できるものとする。 

 

⑥ 駐車料金の設定根拠（様式 E-2-11） 

・ 料金体系は、応募者にて利用台数及び単価等の見込みを適切に行ったうえで算定

する。 

・ 各項目のうち、料金単価の表における応募者の設定値（駐車場台数、平均利用台

数見込、平均稼働率見込、駐車料金単価、平均売上単価見込等）については、全

て算定根拠の妥当性を示す資料を作成のうえ、添付すること。 

・ なお、その他の項目は、全て様式中において自動的に計算される。 

 

 

３．その他（留意事項） 

 

・ 事業計画の様式については、エクセルファイル（以下「事業計画ファイル」という。）
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を配布するので、それを使用すること。事業計画ファイルは、応募者が入力する欄以

外は保護をかけているので、提案に当たって科目を増やす等の必要が生じた場合は、

担当部局に修正を申し出ること。 

・ 応募者が提案する業務内容に関する仕様と当該業務に対応する事業計画の諸元とが、

整合的であること。著しく整合性を欠く場合は失格とする。 

・ 事業計画の前提となっているすべての諸元の設定根拠について、諸元の実現可能性を

含め、国が満足する説明を記述すること。事業計画ファイルにおいて記述しきれない

場合は、A3 判の任意様式による追加資料を適宜添付してよいものとする。 
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別表 経理区分について 

 

収入 支出 経理区分 

収入区分 料金負担者 費用区分 対象施設等の詳細 

＜旅客取扱施設＞ 

・ チェックインロビー（カウンターを除く） 

・ 出発ロビー 

・ 保安検査場 

・ ゲートラウンジ 

・ バスラウンジ 

・ 到着コンコース 

・ 到着ロビー 

・ トランジットホール 

・ 固定橋 

・ ＭＳＷ設備 

＜手荷物取扱施設＞ 

・ 出発荷捌場 

・ 到着荷捌場 

減価償却費

＜その他＞ 

・ 連絡通路 

・ 機械室・通路・ビル事業者等施設（持分）※ 

長期借入金

利 

・ 上記施設の整備に伴う運営期間中の資金調達に

係る金利 

ＰＳＦＣ

経理 

旅客取扱施

設使用料 

（ Ｐ Ｓ Ｆ

Ｃ） 

航空旅客 

（出国者） 

運営経費 ・ 上記施設に係る運営費、維持管理費、運営中借

地料、保険料、適正利潤、固定資産税、都市計

画税、事業所税 

減価償却費 ＜その他＞ 

・ 航空運送事業者用事務室 

・ Ａ／Ｌラウンジ 

・ 機械室・通路・ビル事業者等施設（持分）※ 

長期借入金

利 

・ 上記施設の整備に伴う運営期間中の資金調達に

係る金利 

航空運送事

業者に対す

る施設賃貸

料 

（航空運送

事業者事務

室 等 貸 付

料） 

航空運送事

業者 

運営経費 ・ 上記施設に係る運営費、維持管理費、運営中借

地料、保険料、適正利潤、固定資産税、都市計

画税、事業所税 

＜旅客取扱施設＞ 

・ ＰＢＢ 

減価償却費

＜その他＞ 

・ ランプバス 

Ａ／Ｌ使

用料経理 

搭乗橋等使

用料 

（ＰＢＢ等

使用料） 

航空運送事

業者 

長期借入金

利 

・ 上記施設の整備に伴う運営期間中の資金調達に

係る金利 
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運営経費 ・ 上記施設に係る運営費、維持管理費、保険料、

適正利潤、固定資産税 

＜手荷物取扱施設＞ 

・ ＢＨＳ 

減価償却費

＜旅客取扱施設＞ 

・ チェックインカウンター（ＣＵＴＥシステムを

含む） 

長期借入金

利 

・ 上記施設の整備に伴う運営期間中の資金調達に

係る金利 

手荷物取扱

施設等使用

料 

（ＢＨＳ等

使用料） 

航空運送事

業者 

運営経費 ・ 上記施設に係る運営費、維持管理費、保険料、

適正利潤、固定資産税 

＜商業施設及び直営店＞ 

・ 売り場 等 

減価償却費

＜その他＞ 

・ 構内営業者用事務室 

・ 直営店事務室 

・ ラウンジ（航空運送事業者以外） 

・ 機械室・通路・ビル事業者等施設（持分）※ 

長期借入金

利 

・ 上記施設の整備に伴う運営期間中の資金調達に

係る金利 

構内営業者

に対する施

設 賃 貸 料

（商業施設

等貸付料）

及び直営店

収入 

構内営業者 

空港利用者 

運営経費 ・ 上記施設に係る運営費、維持管理費、運営中借

地料、保険料、適正利潤、固定資産税、都市計

画税、事業所税 

コンセッ

ション経

理 

その他 構内営業者 

空港利用者 

事業者の提案とする。 

減価償却費 ・ 駐車場の運営のために必要な全ての施設 

長期借入金

利 

・ 上記施設の整備に伴う運営期間中の資金調達に

係る金利 

駐車料金

経理 

駐車料金 空港利用者 

運営経費 ・ 上記施設に係る運営費、維持管理費、運営中借

地料、保険料、適正利潤、固定資産税、都市計

画税、事業所税 

※機械室・通路・ビル事業者等施設に係る減価償却費、旅客案内情報システムに係る経費、

役員報酬等、どの経理にも直接含まれない経費については、ＰＳＦＣ経理、Ａ／Ｌ使用料

経理及びコンセッション経理における対象施設の延床面積の比率を用いて按分する。 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

東京国際空港国際線旅客ターミナルビル等整備・運営事業 
第 一 次 審 査 書 類 
様  式  集 



番号 
 

事業全体方針 様式Ａ－１ 様式名称 様式番号 ○／○ 

事業全体方針について、以下の点に留意して記述すること。（3枚以内） 
・経営理念 ・業務全体計画 ・業務実施にあたって配慮すべき事項 ・首都圏の空の玄関口としてふさわしいサービスに関する考え方 



番号 
 

ＳＰＣの経営体制 様式Ａ－２ 様式名称 様式番号 ○／○ 

ＳＰＣ及び各業務を統括する企業の管理体制について、以下の点に留意して記述すること。（1枚） 
・事業の特徴及び応募者の基本的な考え方を反映した、ＳＰＣの設立方針 ・ＳＰＣの円滑な意思決定が可能な経営体制（経営陣の構成、議決権の構成等） ・株主構成 
・業務の管理体制（責任の所在、指揮命令系統、品質管理等） 
 



番号 
 

事業実施体制及び事業スキーム 様式Ａ－３ 様式名称 様式番号 ○／○ 

事業実施体制について、以下の点に留意して記述すること。 
・代表企業、構成員及び協力会社が行う具体的な業務体制。なお、代表企業、構成員及び協力会社の名称を明らかにし、必要に応じて模式図等を利用して分かりやすく記述すること。 
事業スキームについて、以下の点に留意して記述すること。 
・ＳＰＣと構成員及び協力企業との間の契約関係とその特徴（当該スキームとした理由及びこれを実現する契約条件等） 
（2枚以内） 



番号 
 

国際線旅客ターミナルビル等 
運営実績 

様式名称 様式番号 様式Ａ－４ ○／○ 

国際線機能を含む合計延床面積が３万㎡以上の航空旅客ターミナルビルの運営に携わった実績、又は合計延床面積が３万㎡以上の駅ビル等の公益性のある施設の運営に携わった実績がある場合は、当該実績を証す
る書類を添付した上で、当該実績を有する企業の名称及び業務の具体的内容について最大５件まで記述すること。（1枚） 



番号 
 
 

国際線旅客ターミナルビル 
設計実績 

様式名称 様式番号 様式Ａ－５ ○／○ 

国際線機能を含む合計延床面積が３万㎡以上の航空旅客ターミナルビルの設計に携わった実績がある場合は、当該実績を証する書類を添付した上で、当該実績を有する担当者の名前及び業務の具体的内容について
最大５件まで記述すること。（1枚） 



番号 
 
 

国際線旅客ターミナルビル 
施工監理実績 

様式名称 様式番号 様式Ａ－６ ○／○ 

国際線機能を含む合計延床面積が３万㎡以上の航空旅客ターミナルビルの施工監理に携わった実績がある場合は、当該実績を証する書類を添付した上で、当該実績を有する担当者の名前及び業務の具体的内容につ
いて最大５件まで記述すること。（1枚） 



番号 
 
 

プロジェクトマネジメント 
実績 

様式名称 様式番号 様式Ａ－７ ○／○ 

初期投資額が 200億円以上のプロジェクトの企画及び事業立ち上げを行った実績がある場合は、当該実績を証する書類を添付した上で、当該実績を有する企業の名称及び業務の具体的内容について最大５件まで記
述すること。（1枚） 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

東京国際空港国際線旅客ターミナルビル等整備・運営事業 
第 二 次 審 査 書 類 
全体事業方針 
様     式 



番号 
 
 

 

全体事業方針 様式Ｂ－１ 様式名称 様式番号 ○／○ 

本事業における全体事業方針について、以下の点を含めた提案を記述すること。（7枚） 
（１）運営業務全般について、以下の事項を含めて記述すること。 
・業務全体計画（各業務の具体的な方法） ・業務実施体制（組織図、人員配置計画） ・業務実施にあたって配慮すべき事項 ・社会情勢等の変化への対応  
・運営面におけるユニバーサルデザインへの取り組み 
（２）施設への取り組み方を明確に記述すること。また、エプロン等整備等事業で整備されるエプロン、構内道路等カーブサイド側施設や鉄道駅舎等との関連についても明確に記述すること。 
・施設配置計画図 
（３）事業計画策定にあたっての基本的考え方を簡潔に記述すること。 
・投資計画の考え方 ・資金調達の考え方（資金調達スキームとともにウォーターフォール規定、積立金等のＳＰＣ内部での資金手当に係る方針、出資者に対する配当方針等の財務管理方針等について示すこと） 
・収入計画の考え方 ・費用計画の考え方 ・財務モニタリングの考え 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

東京国際空港国際線旅客ターミナルビル等整備・運営事業 
第 二 次 審 査 書 類 
運 営 計 画 
様  式  集 



番号 
 

顧客満足度調査の実施 様式Ｃ－１ 様式名称 様式番号 ○／○ 

顧客満足度調査について、実施方針及び実施に際しての提案仕様を記述すること。 
 



番号 
 

モニタリング 様式Ｃ－２ 様式名称 様式番号 ○／○ 

モニタリングについて、実施方針及び実施に際しての提案仕様を以下の事項を含めて記述すること。 
・セルフモニタリング及び第三者モニタリングの内容、水準、頻度に関する提案 ・業務監視への対応体制及び手法 ・外部監査の考え方



番号 
 苦情等への対応並びに落とし物

及び遺失物の保管 様式Ｃ－３ 様式名称 様式番号 ○／○ 

苦情等への対応及び落とし物、遺失物の保管について、実施方針及び実施に際しての提案仕様を記述すること。 
 



番号 
 

対象施設の運営計画の報告 様式Ｃ－４ 様式名称 様式番号 ○／○ 

対象施設の運営計画の報告について、実施方針及び実施に際しての提案仕様を記述すること。 
 



番号 
 

旅客誘導 様式Ｃ－５ 様式名称 様式番号 ○／○ 

航空旅客の誘導・案内業務について、実施方針及び実施に際しての提案仕様を以下の事項を含めて記述すること。 
・旅客誘導業務のサービス提供方針 ・誘導・案内業務体制（業務実施体制、人員配置計画） ・一般の旅客、ＶＩＰ等に対する誘導方針 
 



番号 
 オープンスポットへの 

ランプバスサービス 様式Ｃ－６ 様式名称 様式番号 ○／○ 

オープンスポットへのランプバスサービスについて、実施方針及び実施に際しての提案仕様を以下の事項を含めて記述すること。 
・ランプバス台数の考え方 
 



番号 
 

カートの提供 様式Ｃ－７ 様式名称 様式番号 ○／○ 

カートの提供について、実施方針及び実施に際しての提案仕様を以下の事項を含めて記述すること。 
・カート提供場所(図等を利用しても可) ・カート台数の考え方 ・空港利用者用駐車場及び鉄道駅舎との連携方針 ・カート整理方針（人員配置を含む。） ・料金徴収の有無 
 



番号 
 

介助サービス 様式Ｃ－８ 様式名称 様式番号 ○／○ 

高齢者、身体障害者等の要介護者に対する介助サービスについて、実施方針及び実施に際しての提案仕様を以下の事項を含めて記述すること。 
・介助の方法 ・人員配置 
 



番号 
 

運航情報の提供 様式Ｃ－９ 様式名称 様式番号 ○／○ 

運航情報提供サービスについて、実施方針及び実施に際しての提案仕様を以下の事項を含めて記述すること。 
・提供場所 ・情報の内容と更新の頻度 ・航空運送事業者との連携方針 
 



番号 
 

館内放送 様式Ｃ－１０ 様式名称 様式番号 ○／○ 

館内放送について、実施方針及び実施に際しての提案仕様を以下の事項を含めて記述すること。 
・使用言語 
 



番号 
 

アクセス交通機関情報の提供 様式Ｃ－１１ 様式名称 様式番号 ○／○ 

アクセス交通機関情報の提供について、実施方針及び実施に際しての提案仕様を以下の事項を含めて記述すること。 
・情報の内容と更新の頻度 ・アクセス交通機関との連携方針 
 



番号 
 

観光等に関する情報の提供 様式Ｃ－１２ 様式名称 様式番号 ○／○ 

観光等に関する情報の提供について、実施方針及び実施に際しての提案仕様を記述すること。 
 



番号 
 国内線旅客ターミナルビルとの 

連絡 様式Ｃ－１３ 様式名称 様式番号 ○／○ 

国内線旅客ターミナルビルとの連絡について、実施方針及び実施に際しての提案仕様を以下の事項を含めて記述すること。 
・ターミナル間の適切な輸送サービス 
 



番号 
 航空旅客の利便向上のための 

業務 様式Ｃ－１４ 様式名称 様式番号 ○／○ 

航空旅客の利便向上のための旅客取扱業務について、実施方針及び実施に際しての提案仕様を記述すること。 
 



番号 
 

旅客取扱施設使用料の徴収 様式Ｃ－１５ 様式名称 様式番号 ○／○ 

旅客取扱施設使用料の徴収について、実施方針及び実施に際しての提案仕様を記述すること。 
 



番号 
 航空運送事業者に対する 

施設貸与業務の概要 様式Ｃ－１６ 様式名称 様式番号 ○／○ 

航空運送事業者に対する施設貸与業務全体について、実施方針及び実施に際しての提案仕様を以下の事項を含めて記述すること。 
・航空運送事業者への施設貸与方法、料金設定及び徴収方法（人員配置を含む。）の考え方 ・航空運送事業者間の公平性確保に関する提案 ・ＩＡＴＡ、ＡＯＣとの調整方針 
 



番号 
 航空運送事業者に対する 

個別施設毎の貸与方針 様式Ｃ－１７ 様式名称 様式番号 ○／○ 

要求水準書に示す個別施設毎について、航空運送事業者に対する個別施設の貸与業務について、実施方針及び実施に際しての提案仕様を以下の事項を含めて記述すること。 
・航空運送事業者間の公平性確保に関する提案 ・航空運送事業者数の増減に伴う調整方法 
・以下の施設の貸与方法 
 チェックインカウンター、受託手荷物受付、バゲージ・ハンドリング・システム、受託手荷物保安検査エリア、受託手荷物の搭載及び取り卸し、アーリーチェックインバゲージ、航空旅客及び手荷物保安検査エ
リア、パッセンジャー・ボーディング・ブリッジ、乗継チェックインカウンター、ラウンジ、その他の航空運送事業者に貸与する施設 
 



番号 
 構内営業者に対する 

施設貸与業務の概要 様式Ｃ－１８ 様式名称 様式番号 ○／○ 

構内営業について、実施方針及び実施に際しての提案仕様を以下の事項を含めて記述すること。 
・全体運営計画（人員配置を含む） ・需要変動への考え方 ・東京国際空港の特性を踏まえた利用者利便向上のための提案 ・テナントの業種構成 ・テナントの入れ替え方針 ・構内営業者への施設貸与方法、
調整方針 ・構内営業者への施設貸与金額、施設貸与金額の決定方法、料金徴収方法 
 



番号 
 

売上管理方法 様式Ｃ－１９ 様式名称 様式番号 ○／○ 

売上管理方法についての考え方及び実施に際しての提案仕様を記述すること。 
 



番号 
 

サービス・価格水準の考え方 様式Ｃ－２０ 様式名称 様式番号 ○／○ 

サービス・価格水準についての考え方を以下の事項を含めて記述すること。 
・顧客想定 ・空港利用者が利用しやすい水準 
 



番号 
 個別構内営業者の誘致及び 

施設貸与方針 様式Ｃ－２１ 様式名称 様式番号 ○／○ 

以下の利便施設等について、誘致及び施設貸与方針を記述すること。（1枚） 
・海外旅行損害保険販売、ホテル案内、外客誘致のための観光情報提供等のサービスを提供する事業者 ・レンタカーサービス ・手荷物一時預かりサービス ・手荷物宅配サービス ・宿泊施設 
・室内広告管理 
 



番号 
 

直営業務の考え方 様式Ｃ－２２ 様式名称 様式番号 ○／○ 

直営業務について、実施方針及び実施に際しての提案仕様を以下の事項を含めて記述すること。（3枚以内） 
・全体運営計画 ・構内営業と直営店舗の運営の棲み分けの考え方 ・人員配置計画 
 



番号 
 

警備業務 様式Ｃ－２３ 様式名称 様式番号 ○／○ 

警備業務について、実施方針及び実施に際しての提案仕様を以下の事項を含めて記述すること。 
（１）本事業における警備業務の基本的考え方 ・国際空港として求められる高度なセキュリティの確保 
（２）巡回警備に関する考え方 
（３）制限区域等への立ち入り制限方法 ・制限区域への立ち入り検査 ・保安区域への立ち入り検査 ・警備強化のための機器の導入 
（４）対応マニュアル作成 
 



番号 
 

警備体制及び人員配置計画 様式Ｃ－２４ 様式名称 様式番号 ○／○ 

警備体制及び人員配置計画について、以下の事項を含めて記述すること。 
（１）業務遂行体制（業務経験・効率化等の工夫点） 
（２）国、警察及び航空運送事業者との連絡体制 
（３）配置方針・人員配置計画 ・セキュリティレベルに対応した配置方針(図等を利用しても可) 
（４）具体的なシフトの考え方 ・人員変化への対応方法 
 



番号 
 駐車場運営方針 

（空港利用者用・従業員用） 様式Ｃ－２５ 様式名称 様式番号 ○／○ 

駐車場運営についての実施方針及び実施に際しての提案仕様を以下の事項を含めて記述すること。 
・業務全体計画（各業務の具体的な方法） ・業務実施体制、人員配置計画 ・カートの提供 ・業務実施にあたって配慮すべき事項 
・東京国際空港の特性を踏まえた利用者利便向上のための提案 
 



番号 
 駐車場内における 

案内・誘導業務 様式Ｃ－２６ 様式名称 様式番号 ○／○ 

駐車場内における案内・誘導業務について、実施方針及び実施に際しての提案仕様を以下の事項を含めて記述すること。 
・場内の空車情報の提供場所 ・誘導員等の配置計画 
 



番号 
 駐車料金体系 

（空港利用者用・従業員用） 様式Ｃ－２７ 様式名称 様式番号 ○／○ 

駐車料金設定についての提案を以下の事項を含めて記述すること。 
（１）駐車料金の種別 ・一般車料金 ・月極車料金 ・従業員料金 ・割引料金の設定 
（２）駐車料金の区分 ・普通自動車（一般車及び月極車、従業員料金に設定） ・大型自動車（一般車、従業員料金に設定） ・自動二輪（一般車及び月極車、従業員料金に設定） 
 



番号 
 駐車場の事故防止対策及び 

保安管理 様式Ｃ－２８ 様式名称 様式番号 ○／○ 

駐車場の事故防止対策及び保安管理について、実施方針及び実施に際しての提案仕様を以下の事項を含めて記述すること。 
・車両の盗難、破壊、車上荒らし対策、防止策 ・警備員の配置計画 
 



番号 
 

緊急時の対応策 様式Ｃ－２９ 様式名称 様式番号 ○／○ 

以下のそれぞれの場合について、非常時の対応手順(指示・連絡系統等)、警備体制強化等への提案を記述すること。（2枚以内） 
・防火対策 ・災害対策 ・事故対策 ・救急医療 ・テロ等非常時対策 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

東京国際空港国際線地区旅客ターミナルビル等整備・運営事業 
第 二 次 審 査 書 類 

施 設 整 備 計 画 
様  式  集 



番号 
 

設計図面集 様式 D－１ 様式名称 様式番号 ○／○ 

・建設省告示 1206 号（昭和 54 年 7 月 10 日）に示す基本設計標準業務に記載される【建築（総合）】のうち以下の成果図書とする。 
①仕様概要表 ②仕上表 ③面積表及び求積図 ④敷地案内図 ⑤配置図⑥平面図（各階） ⑦断面図 ⑧立面図 ⑨矩計図（主要部詳細） 

（以上 50 枚以内：図面リストは含まない） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

東京国際空港国際線地区旅客ターミナルビル等整備・運営事業 
 

設 計 図 面 集 
 

 
＊本誌は別途提出図書の表紙にも用いること。各図面の体裁は自由とする。



番号 
 

設計図面集 様式 D－１ 様式名称 様式番号 ○／○ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図面リスト 



番号 
 

設計概要書 様式 D－２ 様式名称 様式番号 ○／○ 

・建設省告示 1206 号（昭和 54 年 7 月 10 日）に示す基本設計標準業務に記載される以下の成果図書とする。 
【建築（総合）】 
⑩計画説明書 ⑪工事費概算書 
【建築（構造）】 
①基本構造計画案 ②構造計画概要書 ③仕様概要書 ④工事費概算書 
【電気設備】 
①電気設備計画概要書 ②仕様概要書 ③工事費概算書  
【給排水衛生設備】 
①給排水衛生設備計画概要書 ②仕様概要書 ③工事費概算書  
【空調換気設備】 
① 空調換気設備計画概要書 ②仕様概要書 ③工事費概算書 
（以上 100 枚以内：目次は含まない） 
 
 
 
 
 
 

東京国際空港国際線地区旅客ターミナルビル等整備・運営事業 
 

設 計 概 要 書 
 
 
 
＊本誌は別途提出図書の表紙にも用いること。各図面の体裁は自由とする。



番号 
 

設計概要書 様式 D－２ 様式名称 様式番号 ○／○ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

概要書目次 



番号 
 

パース 様式 D－３－１ 様式名称 様式番号 ○／○ 

・景観計画を説明するためのパースを３点（うち２点は別図指示による、１点は自由）作成すること。（3枚以内） 
Ａ３着色仕上とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                         パース貼り付け 
                                         （以下同様） 



番号 
 

パース 様式 D－３－２ 様式名称 様式番号 ○／○ 

・ランドスケープデザインを説明するためのパースを１点（別図指示による）作成すること。（1枚） 
Ａ３着色仕上とする。 



番号 
 

パース 様式 D－３－３ 様式名称 様式番号 ○／○ 

 
・国際線旅客ターミナルビル内の空間計画を説明するためのパースを２点（うち 1点はチェックインロビー、1点は自由）作成すること。（2枚以内） 
Ａ３着色仕上とするとする。 
 



番号 
 

模型 様式 D－４ 様式名称 様式番号 ○／○ 

・別図指示による模型を 2.05m×1.55m 以内で作成すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 1点貼り付け 



番号 
 

模型 様式 D－４ 様式名称 様式番号 ○／○ 

 



番号 
 

施設への取り組み方 様式Ｂ－１ 様式名称 様式番号 ○／○ 

・本施設への取り組み方を明確に記述すること。また、エプロン事業で整備されるエプロン及び構内道路等カーブサイド側施設や鉄道駅舎等との関連についても明確に記述すること。 
（７枚以内） 
 



番号 
 

景観計画 様式 D－５－１ 様式名称 様式番号 ○／○ 

・国際線旅客ターミナルビルを中心にコンセプトそのものに特徴があり、それが首都圏の空の玄関口としてのアイデンティティを意識した提案であるか明確に記述すること。（1枚） 



番号 
 

景観計画 様式 D－５－２ 様式名称 様式番号 ○／○ 

・エプロン事業で整備される構内道路等カーブサイド側における周辺施設と調和の取れたランドスケープデザインコンセプトを明確に記述すること。（1枚） 



番号 
 

環境負荷軽減への取り組み 様式 D－６ 様式名称 様式番号 ○／○ 

・環境への配慮として、環境負荷の低減に努めるための具体の導入方針と実現させるための施設面での取り組みについて明確に記述すること。（2枚以内） 



番号 
 

施設のゾーニング計画の考え方 様式 D－７ 様式名称 様式番号 ○／○ 

・施設のゾーニング計画についての考え方を明確に記述すること。また、ゾーニング計画にあたって、重要と考える事項を列挙し、その内最低でも３項目について、その具体的な内容を明
確に記述すること。（2枚以内） 

 



番号 
 

施設面におけるサービスのあり方 様式 D－８－１ 様式名称 様式番号 ○／○ 

・旅客へのサービスレベルが高く、利便性の高い国際線旅客ターミナルビル等を目指すための、機能的な施設計画の考え方を明確に記述すること。また、サービスレベルを設定する要件で
重要と考える事項を列挙し、その内最低でも３項目について、その具体的な内容を明確に記述すること。（2枚以内） 

 



番号 
 

施設面におけるサービスのあり方 様式 D－８－２ 様式名称 様式番号 ○／○ 

・サービスレベルの考え方に沿った施設規模を設定するに当たって用いた基礎数値、設定値等の根拠を明確に記述すること。（2枚以内） 
 

施設 規模 規模設定根拠 

設置カウンター数   チェックインロビー 
ロビー面積（㎡）   

 
 

   

 
 

   

 
 

   

 
 

   

 
 

   

 
 

   

 
 

   

 
 

   

 
 

   

 
 

   

 
 

   

 
 

   

 
 

   



番号 
 

施設面におけるサービスのあり方 様式 D－８－３ 様式名称 様式番号 ○／○ 

・国際線旅客ターミナルビル等に必要不可欠な特殊設備について、機器及びシステムの諸元、根拠、計画図等を明確に記述すること。（10 枚以内） 



番号 
 

施設面におけるサービスのあり方 様式 D－８－４ 様式名称 様式番号 ○／○ 

・施設のコモンユース化についての方針を明確に記述すること。（1枚） 



番号 
 

施設面での航空保安対策 様式 D－９ 様式名称 様式番号 ○／○ 

・国際線旅客ターミナルビル等に求められる施設面での保安対策について明確に記述すること。（1枚） 



番号 
 

変動要因への対応 様式 D－１０ 様式名称 様式番号 ○／○ 

・社会情勢の変化等、施設に影響を与える変動要因を列挙の上、コンセプトとして施設拡張性、発展性に関する対応について明確に記述すること。（1枚） 



番号 
 

快適な空間創造への取り組み 様式 D－１１ 様式名称 様式番号 ○／○ 

・快適性をどのように考え、それを実現するための空間創造に対してどのように取り組むかについて明確に記述すること。また、快適性について、重要と考える事項を列挙し、その内最低

でも３項目について、その具体的な内容を明確に記述すること。 
・各種動線を計画する上で、重要と考える事項を列挙し、そのうち最低でも３項目について、その具体的な内容を明確に記述すること。 
（以上 2枚以内） 



番号 
 

動線計画 様式 D－１２ 様式名称 様式番号 ○／○ 

・国際線旅客ターミナルビル等としての各種動線を可能な限り分類し、明確に記述すること。なお、計画にあたっては、保安区域がわかるよう記述すること。（5枚以内） 



番号 
 

際内乗り継ぎにに関する提案 様式 D－１３ 様式名称 様式番号 ○／○ 

・利用者にとって利便性の高い、際内乗り継ぎに関する施設面での提案を明確に記述すること。（1枚） 



番号 
 

収益施設の取り組み 様式 D－１４ 様式名称 様式番号 ○／○ 

・集客力に優れた施設計画について明確に記述すること。（1枚） 



番号 
 

情報提供のあり方及びサインへの取り組み 様式 D－１５―１ 様式名称 様式番号 ○／○ 

国際線旅客ターミナルビル等に必要な情報提供施設のあり方を明確に記述すること。また、情報の提供にあたって、施設面で重要と考える事項を列挙し、その内最低でも３項目について、

その具体的な内容を明確に記述すること。（3枚以内） 



番号 
 

情報提供のあり方及びサインへの取り組み 様式 D－１５―２ 様式名称 様式番号 ○／○ 

・国際線旅客ターミナルビル等に必要なサインへの取り組みを明確に記述すること。また、サイン計画にあたって、重要と考える事項を列挙し、その内最低でも３項目について、その具体

的な内容を明確に記述すること。（3枚以内） 

 



番号 
 

ユニバーサルデザインへの取り組 様式 D－１６ 様式名称 様式番号 ○／○ 

 
・国際線旅客ターミナルビル等に必要なユニバーサルデザインへの取り組みについて明確に記述すること。また、実施していくために、重要と考える事項を列挙し、その内最低でも３項目

について、その具体的な内容を明確に記述すること。（2枚以内） 



番号 
 

内部空間のデザインコンセプト 様式 D－１７ 様式名称 様式番号 ○／○ 

・国際線旅客ターミナルビル等に相応しい内部空間のデザインコンセプトを明確に記述すること。（1枚） 



番号 
 

施設のゾーニング計画の考え方 様式 D－１８ 様式名称 様式番号 ○／○ 

・施設のゾーニング計画についての考え方を、明確に記述すること。（1枚） 



番号 
 

施設面におけるサービスのあり方 様式 D－１９－１ 様式名称 様式番号 ○／○ 

・利用者へのサービスレベルが高く、利便性の高い駐車場を目指すための、機能的な施設計画の考え方を明確に記述すること。また、サービスレベルを設定する要件で重要と考える事項を

列挙し、その内最低でも３項目について、その具体的な内容を明確に記述すること。（1枚）



番号 
 

施設面におけるサービスのあり方 様式 D－１９－２ 様式名称 様式番号 ○／○ 

・車両出入り口の処理方針について明確に記述すること。（1枚） 



番号 
 

施設面におけるサービスのあり方 様式 D－１９－３ 様式名称 様式番号 ○／○ 

・サービスレベルの考え方に沿った施設規模を設定するに当たって用いた基礎数値、設定値等の根拠を明確に記述すること。（1枚） 

 

施設 規模 規模設定根拠 

普通車（台）   
大型車（台）   

駐車台数 

自動二輪車（台）   
 
 

   

 
 

   

 
 

   

 
 

   

 
 

   

 
 

   

 
 

   

 
 

   

 
 

   

 
 

   

 
 

   

 
 

   



番号 
 

施設面におけるサービスのあり方 様式 D－１９－４ 様式名称 様式番号 ○／○ 

・場内の管制設備のあり方について明確に記述すること。（1枚） 



番号 
 

変動要因への対応 様式 D－２０ 様式名称 様式番号 ○／○ 

・社会情勢の変化等、施設に影響を与える変動要因を列挙の上、コンセプトとして拡張性、発展性に関する対応について明確に記述すること。（1枚） 



番号 
 

サービスを提供するための考え方 様式 D－２１ 様式名称 様式番号 ○／○ 

利用者へのサービスを提供する上で、良好な室内環境の確保及び一般車（乗車）の処理方針について明確に記述すること。また、サービスを提供するために、重要と考える事項を列挙し、

その内最低でも３項目について、その具体的な内容を明確に記述すること。（1枚） 



番号 
 

動線計画 様式 D－２２ 様式名称 様式番号 ○／○ 

・駐車場として円滑かつ安全な移動のための各動線を明確に記述すること。（1枚） 



番号 
 

情報提供のあり方及びサインへの取り組み 様式 D－２３ 様式名称 様式番号 ○／○ 

・駐車場に必要な情報提供施設のあり方を明確に記述すること。 
・駐車場に必要なサインへの取り組みを明確に記述すること。 
（以上 1枚） 



番号 
 

ユニバーサルデザインへの取り組み 様式 D－２４ 様式名称 様式番号 ○／○ 

・駐車場に必要なユニバーサルデザインの取り組みについて明確に記述すること。（1枚） 



番号 
 

施工監理業務への取り組み 様式 D－２５－１ 様式名称 様式番号 ○／○ 

本施設を工期内に確実に完了させるための監理体制及び取り組みを明確に記述すること。（2枚以内） 



番号 
 

施工監理業務への取り組み 様式 D－２５－２ 様式名称 様式番号 ○／○ 

本施設を工期内に確実に完了させるためにクリティカルとなり得る要素が入った工程表を明確に作成すること。（2枚以内） 



番号 
 

維持管理業務への取り組み 様式 D－２６－１ 様式名称 様式番号 ○／○ 

２４時間運用の施設であることや空港特有の特殊設備を有すること等の本施設の特性を踏まえた維持管理業務への取り組み方針を明確に記述すること。（2枚以内） 



番号 
 

維持管理業務への取り組み 様式 D－２６－２ 様式名称 様式番号 ○／○ 

上記の維持管理を確実に遂行するための体制を明確に記述すること。（2枚以内） 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

東京国際空港国際線旅客ターミナルビル等整備・運営事業 
第 二 次 審 査 書 類 
事 業 計 画 
様  式  集 



番号 
 

コスト縮減方策 様式Ｅ－３ 様式名称 様式番号 ○／○ 

事業期間にわたって低廉かつ良質な公共サービスの提供を可能とするために、「より良いものをより安く」という観点から、コスト縮減への取り組みについて明確に記述すること。また、コスト縮減について、運
営・施設整備・維持監理・事業全体ごとに重要と考える事項を列挙し、それぞれの事項ごとに最低でも３項目について、具体的な内容を明確に記述すること。（2枚以内） 
 



番号 
 

リスクの想定とリスク対応策 様式Ｅ－４ 様式名称 様式番号 ○／○ 

リスクの想定とその対応策について、以下の事項を含めて記述すること。ただし、別途発注者として想定するリスクに対するストレステストを行い提案事業計画のリスク耐性を審査することに留意すること。 
・本事業のリスク想定 ・当該想定リスク発生時の対処方法及び当該対処方法への応募者等のコミットメント                                     （3枚以内） 



１　共通項目 ２　初期投資

(1) 基礎数値 (1) 工事費
単位：千円

項目 数値 備考 項目 金額 備考
年間発着回数（回） 30,000 ビル本体
年間旅客数（人） 7,000,000

(2) 借地面積
単位：㎡

項目 土地面積 備考
旅客ターミナル CIQ合築部分 0 PTB建築面積×CIQ合築部分延床面積÷PTB延床面積
ビル（連絡通路 CIQ別棟部分 5,750 国による指定
を除く） 民部分 124,449 上記及び駐車場を除く部分 小計 0
駐車場 駐車場機能に必要な用地面積 連絡通路

合計 130,199

(3) 建築面積・延床面積
単位：㎡ 小計 0

項目 建築面積 延床面積 特殊設備等工事費 MSW設備
旅客ターミナルビル 0 PBB
駐車場 ランプバス

合計 0 0 BHS
ﾁｪｯｸｲﾝｶｳﾝﾀｰ

【旅客ターミナルビル延床面積区分】 単位：㎡ 経理区分：
官部分 民部分 合計 経理区分：

PSFC対象施設 航空運送事業者 商業施設等 経理区分：
旅客取扱施設 0 小計 0
CIQ合築部分 0 駐車場工事費
手荷物取扱施設 0
商業施設 0
事務室 0
ラウンジ 0 小計 0

小計 0 0 0 0 0 合計 0
機械室・通路・ビル事業者等事務室 0 0 0

合計 0 0 0 0 0 (2) 開業費
単位：千円

(4) 経費按分率 項目 金額 備考
設計監理料 別紙にて根拠を記載のこと

延床面積 工事費 備考 建設中金利 別紙にて根拠を記載のこと
PSFC対象施設 0.0% 0.0% 建設中事務費 別紙にて根拠を記載のこと
航空運送事業者事務室等 0.0% 0.0% 建設中借地料 PTB民部分 2,488,975 単価　　：10,000円／年・㎡
PBB等 - 0.0% 駐車場 0 建設期間：24ヶ月
BHS等 - 0.0% 不動産取得税 0 （工事費＋設計監理料＋事務費）×70％×4.0％
商業施設等 0.0% 0.0% 登録免許税 0 （工事費＋設計監理料＋事務費）×70％×0.4％

駐車場 - 0.0% 合計 2,488,975

1:600万人 他:700万人

他:延床面積按分

3:コンセッション 4:駐車料金

1:ＰＳＦＣ 2:Ａ／Ｌ使用料

旅
客
タ
ー
ミ
ナ
ル
ビ
ル
工
事
費

共通項目及び初期投資の設定 様式Ｅ－１－１様式名称 様式番号 １／１



１　資金需要
単位：千円

会計年度 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

工事費 旅客ターミナル ビル本体 0 0 0

ビル工事費 連絡通路 0 0 0

特殊設備等工事費 0 0 0

駐車場工事費 0 0 0

工事費合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

開業費 設計監理料 0 0 0

建設中金利

建設中事務費 0 0 0

建設中借地料 PTB民部分 1,244,488 1,244,488

駐車場 0 0

不動産取得税 0

登録免許税 0

開業費合計 0 1,244,488 1,244,488 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

運転資金

再投資 特殊設備等工事費 MSW設備 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

PBB 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ランプバス 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

BHS 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ﾁｪｯｸｲﾝｶｳﾝﾀｰ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

再投資合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資金需要総額 0 1,244,488 1,244,488 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

【建設期間中の進捗率】
-2 -1 0

工事費 旅客ターミナル ビル本体 100%

ビル工事費 連絡通路 100%

特殊設備等工事費 100%

駐車場工事費 100%

開業費 設計監理料 100%

建設中事務費 100%

２　資金調達

会計年度 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

自己資本 資本金

自己資本合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

他人資本 借入金

社債

その他

他人資本合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資金調達総額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３　資金過不足額

当年度資金過不足額 0 -1,244,488 -1,244,488 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資金過不足額累計 0 -1,244,488 -2,488,975 -2,488,975 -2,488,975 -2,488,975 -2,488,975 -2,488,975 -2,488,975 -2,488,975 -2,488,975 -2,488,975 -2,488,975 -2,488,975 -2,488,975 -2,488,975 -2,488,975 -2,488,975 -2,488,975 -2,488,975 -2,488,975 -2,488,975 -2,488,975 -2,488,975 -2,488,975 -2,488,975 -2,488,975 -2,488,975 -2,488,975 -2,488,975 -2,488,975

資金調達計画 様式Ｅ－１－２様式名称 様式番号 １／１



１　初期投資

項目 取得価額 残存価額 耐用年数 取得年度 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

ビル本体 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小計 - - - - 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

連絡通路 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小計 - - - - 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

特殊設備等工事費 MSW設備 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

PBB 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ランプバス 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

BHS 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ﾁｪｯｸｲﾝｶｳﾝﾀｰ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小計 - - - - 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

駐車場工事費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小計 - - - - 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

開業費 設計監理料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

建設中金利 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

建設中事務費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

不動産取得税 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

登録免許税 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小計 - - - - 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２　再投資

項目 取得価額 残存価額 耐用年数 取得年度 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

特殊設備等工事費 MSW設備 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

PBB 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ランプバス 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

BHS 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ﾁｪｯｸｲﾝｶｳﾝﾀｰ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小計 - - - - 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

旅
客
タ
ー
ミ
ナ
ル
ビ
ル
工
事
費

減価償却費の設定 様式Ｅ－１－３様式名称 様式番号 １／１



１　運営収入
単位：千円／年

項目 金額 備考
PSFC 0 円／人　　×年間旅客数÷２
航空運送事業者事務室等貸付料 0 円／月・㎡×占有面積×12ヶ月
PBB等使用料 0 円／便　　×年間発着回数÷２
BHS等使用料 0 円／便　　×年間発着回数÷２
商業施設等貸付料（直営店を除く） 0 円／月・㎡× ㎡※×12ヶ月
その他収入 別紙にて根拠を記載のこと
（直営店を含む） 別紙にて根拠を記載のこと

別紙にて根拠を記載のこと
別紙にて根拠を記載のこと
別紙にて根拠を記載のこと
別紙にて根拠を記載のこと

駐車料金 0 円／台　　×年間利用台数見込

合計 0
※商業施設等における貸付対象面積

２　運営支出（減価償却費及び金利を除く）
単位：千円／年

項目 金額 備考
運営費 PSFC対象施設 0 様式E-1-5を参照

航空運送事業者 0 様式E-1-5を参照
PBB等 0 様式E-1-5を参照
BHS等 0 様式E-1-5を参照
商業施設等 0 様式E-1-5を参照 ※直営店を除く
その他収入対応 0 様式E-1-5を参照 ※直営店を含む
駐車場 0 様式E-1-5を参照
上記以外 0 様式E-1-5を参照

維持管理費 PSFC対象施設 0 様式E-1-5を参照
航空運送事業者 0 様式E-1-5を参照
PBB等 0 様式E-1-5を参照
BHS等 0 様式E-1-5を参照
商業施設等 0 様式E-1-5を参照 ※直営店を除く
その他収入対応 0 様式E-1-5を参照 ※直営店を含む
駐車場 0 様式E-1-5を参照
上記以外 0 様式E-1-5を参照

運営中借地料 PTB民部分 1,244,488
駐車場 0

保険料 別紙にて根拠を記載のこと
信託口座手数料 別紙にて根拠を記載のこと
固定資産税 0 （工事費＋設計監理料＋事務費）×70％×1.4％
都市計画税 0 （工事費＋設計監理料＋事務費）×70％×0.3％
事業所税 PTB民部分 0 PTB民部分延床面積×600円

駐車場 0 駐車場延床面積×600円

運営収支の設定 様式Ｅ－１－４様式名称 様式番号 １／１



※本様式は適宜追加すること
１　運営費

(1) 人工数
単位：人／年

　　　　　業務区分
料金区分

●●業務 ▲▲業務 合計

PSFC対象施設 0.0
航空運送事業者 0.0
PBB等 0.0
BHS等 0.0
商業施設等 0.0
その他収入対応 0.0
駐車場 0.0
上記以外 0.0

合計 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

(2) 単価
単位：千円／人

　　　　　業務区分
料金区分

●●業務 ▲▲業務 平均

PSFC対象施設 -
航空運送事業者 -
PBB等 -
BHS等 -
商業施設等 -
その他収入対応 -
駐車場 -
上記以外 -

平均 - - - - - - - - - - - - - - - - -

(3) 費用
単位：千円／年

　　　　　業務区分
料金区分

●●業務 ▲▲業務 合計

PSFC対象施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
航空運送事業者 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
PBB等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
BHS等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
商業施設等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他収入対応 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
駐車場 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
上記以外 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

運営支出の設定根拠 様式Ｅ－１－５様式名称 様式番号 １／●



※本様式は適宜追加すること
２　維持管理費

(1) 数量

　　　　　業務区分
料金区分

●●業務 ▲▲業務

PSFC対象施設
航空運送事業者
PBB等
BHS等
商業施設等
その他収入対応
駐車場
上記以外

合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 単価
単位：千円

　　　　　業務区分
料金区分

●●業務 ▲▲業務

PSFC対象施設
航空運送事業者
PBB等
BHS等
商業施設等
その他収入対応
駐車場
上記以外

平均 - - - - - - - - - - - - - - - -

(3) 費用
単位：千円／年

　　　　　業務区分
料金区分

●●業務 ▲▲業務 合計

PSFC対象施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
航空運送事業者 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
PBB等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
BHS等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
商業施設等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他収入対応 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
駐車場 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
上記以外 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

運営支出の設定根拠 様式Ｅ－１－５様式名称 様式番号 ２／●



１　貸借対照表
単位：百万円

会計年度 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28
資産の部 0 -1,244 -2,489 -3,733 -4,978 -6,222 -7,467 -8,711 -9,956 -11,200 -12,445 -13,689 -14,934 -16,178 -17,423 -18,667 -19,912 -21,156 -22,401 -23,645 -24,890 -26,134 -27,379 -28,623 -29,868 -31,112 -32,357 -33,601 -34,846 -36,090 -37,335

現金・預金 0 -1,244 -2,489 -3,733 -4,978 -6,222 -7,467 -8,711 -9,956 -11,200 -12,445 -13,689 -14,934 -16,178 -17,423 -18,667 -19,912 -21,156 -22,401 -23,645 -24,890 -26,134 -27,379 -28,623 -29,868 -31,112 -32,357 -33,601 -34,846 -36,090 -37,335
資産 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

負債の部 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
借入残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資本の部 0 -1,244 -2,489 -3,733 -4,978 -6,222 -7,467 -8,711 -9,956 -11,200 -12,445 -13,689 -14,934 -16,178 -17,423 -18,667 -19,912 -21,156 -22,401 -23,645 -24,890 -26,134 -27,379 -28,623 -29,868 -31,112 -32,357 -33,601 -34,846 -36,090 -37,335
資本金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
法定準備金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
剰余金・欠損金 0 -1,244 -2,489 -3,733 -4,978 -6,222 -7,467 -8,711 -9,956 -11,200 -12,445 -13,689 -14,934 -16,178 -17,423 -18,667 -19,912 -21,156 -22,401 -23,645 -24,890 -26,134 -27,379 -28,623 -29,868 -31,112 -32,357 -33,601 -34,846 -36,090 -37,335

負債・資本合計 0 -1,244 -2,489 -3,733 -4,978 -6,222 -7,467 -8,711 -9,956 -11,200 -12,445 -13,689 -14,934 -16,178 -17,423 -18,667 -19,912 -21,156 -22,401 -23,645 -24,890 -26,134 -27,379 -28,623 -29,868 -31,112 -32,357 -33,601 -34,846 -36,090 -37,335

２　損益計算書
単位：百万円

会計年度 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28
収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

PSFC 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
航空運送事業者事務室等貸付料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
PBB等使用料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
BHS等使用料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
商業施設等貸付料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

駐車料金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
費用 0 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244

減価償却費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
支払利息
運営費 PSFC対象施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

航空運送事業者 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
PBB等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
BHS等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
商業施設等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他収入対応 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
駐車場 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
上記以外 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

維持管理費 PSFC対象施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
航空運送事業者 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
PBB等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
BHS等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
商業施設等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他収入対応 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
駐車場 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
上記以外 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

借地料 固定 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244
歩合 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

保険料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
信託口座手数料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
固定資産税 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
都市計画税 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
事業所税 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

税引前当期損益 0 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244
欠損金 ４期前 0 0 0 0 0 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244

３期前 0 0 0 0 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244
２期前 0 0 0 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244
１期前 0 0 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244
当期 0 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244 1,244

課税対象額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
法人税等 実効税率： 42.05% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
税引後当期損益 0 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244
当期未処分損益 0 -1,244 -2,489 -3,733 -4,978 -6,222 -7,467 -8,711 -9,956 -11,200 -12,445 -13,689 -14,934 -16,178 -17,423 -18,667 -19,912 -21,156 -22,401 -23,645 -24,890 -26,134 -27,379 -28,623 -29,868 -31,112 -32,357 -33,601 -34,846 -36,090 -37,335
法定準備金繰入
配当
次期繰越損益 0 -1,244 -2,489 -3,733 -4,978 -6,222 -7,467 -8,711 -9,956 -11,200 -12,445 -13,689 -14,934 -16,178 -17,423 -18,667 -19,912 -21,156 -22,401 -23,645 -24,890 -26,134 -27,379 -28,623 -29,868 -31,112 -32,357 -33,601 -34,846 -36,090 -37,335

全体経理に係る財務諸表 様式Ｅ－１－６様式名称 様式番号 １／２



３　キャッシュフロー計算書
単位：百万円

会計年度 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28
営業活動キャッシュフロー 0 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244

税引後当期利益 0 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244
減価償却費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
清算所得課税 0

投資活動キャッシュフロー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
投資 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

財務活動キャッシュフロー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
譲渡価格 0
資本金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
借入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
元本返済
配当金支払

期末現金の変化 0 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244
期首現預金残高 0 0 -1,244 -2,489 -3,733 -4,978 -6,222 -7,467 -8,711 -9,956 -11,200 -12,445 -13,689 -14,934 -16,178 -17,423 -18,667 -19,912 -21,156 -22,401 -23,645 -24,890 -26,134 -27,379 -28,623 -29,868 -31,112 -32,357 -33,601 -34,846 -36,090
期末現預金残高 0 -1,244 -2,489 -3,733 -4,978 -6,222 -7,467 -8,711 -9,956 -11,200 -12,445 -13,689 -14,934 -16,178 -17,423 -18,667 -19,912 -21,156 -22,401 -23,645 -24,890 -26,134 -27,379 -28,623 -29,868 -31,112 -32,357 -33,601 -34,846 -36,090 -37,335

４　財務指標
単位：百万円

会計年度 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28
ＰＩＲＲ 投資活動キャッシュフロー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

営業活動キャッシュフロー 0 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244
譲渡価格 0
支払利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
フリーキャッシュフロー 0 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244
ＰＩＲＲ -

配当ＩＲＲ 資本金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
配当
ネットキャッシュフロー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
配当ＩＲＲ -

ＬＬＣＲ・ 営業活動キャッシュフロー 0 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244 -1,244
ＤＳＣＲ 投資活動キャッシュフロー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資本金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
借入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
支払利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
譲渡価格 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
返済元利
ＬＬＣＲ -
ＤＳＣＲ - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

全体経理に係る財務諸表 様式Ｅ－１－６様式名称 様式番号 ２／２



１　貸借対照表
単位：百万円

会計年度 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28
資産の部 0 -871 -1,742 -2,613 -3,485 -4,356 -5,227 -6,098 -6,969 -7,840 -8,711 -9,583 -10,454 -11,325 -12,196 -13,067 -13,938 -14,809 -15,681 -16,552 -17,423 -18,294 -19,165 -20,036 -20,907 -21,779 -22,650 -23,521 -24,392 -25,263 -26,134

現金・預金 0 -871 -1,742 -2,613 -3,485 -4,356 -5,227 -6,098 -6,969 -7,840 -8,711 -9,583 -10,454 -11,325 -12,196 -13,067 -13,938 -14,809 -15,681 -16,552 -17,423 -18,294 -19,165 -20,036 -20,907 -21,779 -22,650 -23,521 -24,392 -25,263 -26,134
資産 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

負債の部 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
借入残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資本の部 0 -871 -1,742 -2,613 -3,485 -4,356 -5,227 -6,098 -6,969 -7,840 -8,711 -9,583 -10,454 -11,325 -12,196 -13,067 -13,938 -14,809 -15,681 -16,552 -17,423 -18,294 -19,165 -20,036 -20,907 -21,779 -22,650 -23,521 -24,392 -25,263 -26,134
資本金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
法定準備金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
剰余金・欠損金 0 -871 -1,742 -2,613 -3,485 -4,356 -5,227 -6,098 -6,969 -7,840 -8,711 -9,583 -10,454 -11,325 -12,196 -13,067 -13,938 -14,809 -15,681 -16,552 -17,423 -18,294 -19,165 -20,036 -20,907 -21,779 -22,650 -23,521 -24,392 -25,263 -26,134

負債・資本合計 0 -871 -1,742 -2,613 -3,485 -4,356 -5,227 -6,098 -6,969 -7,840 -8,711 -9,583 -10,454 -11,325 -12,196 -13,067 -13,938 -14,809 -15,681 -16,552 -17,423 -18,294 -19,165 -20,036 -20,907 -21,779 -22,650 -23,521 -24,392 -25,263 -26,134

２　損益計算書
単位：百万円

会計年度 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28
収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

PSFC 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
航空運送事業者事務室等貸付料
PBB等使用料
BHS等使用料
商業施設等貸付料
その他収入

駐車料金
費用 0 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871

減価償却費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
支払利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
運営費 PSFC対象施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

航空運送事業者 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
PBB等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
BHS等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
商業施設等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他収入対応 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
駐車場 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
上記以外 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

維持管理費 PSFC対象施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
航空運送事業者 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
PBB等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
BHS等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
商業施設等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他収入対応 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
駐車場 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
上記以外 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

借地料 固定 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871
歩合 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

保険料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
信託口座手数料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
固定資産税 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
都市計画税 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
事業所税 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

税引前当期損益 0 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871
欠損金 ４期前 0 0 0 0 0 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871

３期前 0 0 0 0 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871
２期前 0 0 0 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871
１期前 0 0 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871
当期 0 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871 871

課税対象額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
法人税等 実効税率： 42.05% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
税引後当期損益 0 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871
当期未処分損益 0 -871 -1,742 -2,613 -3,485 -4,356 -5,227 -6,098 -6,969 -7,840 -8,711 -9,583 -10,454 -11,325 -12,196 -13,067 -13,938 -14,809 -15,681 -16,552 -17,423 -18,294 -19,165 -20,036 -20,907 -21,779 -22,650 -23,521 -24,392 -25,263 -26,134
法定準備金繰入
配当
次期繰越損益 0 -871 -1,742 -2,613 -3,485 -4,356 -5,227 -6,098 -6,969 -7,840 -8,711 -9,583 -10,454 -11,325 -12,196 -13,067 -13,938 -14,809 -15,681 -16,552 -17,423 -18,294 -19,165 -20,036 -20,907 -21,779 -22,650 -23,521 -24,392 -25,263 -26,134

ＰＳＦＣ経理に係る財務諸表 様式Ｅ－２－１様式名称 様式番号 １／２



３　キャッシュフロー計算書
単位：百万円

会計年度 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28
営業活動キャッシュフロー 0 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871

税引後当期利益 0 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871
減価償却費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
清算所得課税 0

投資活動キャッシュフロー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
投資 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

財務活動キャッシュフロー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
譲渡価格 0
資本金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
借入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
元本返済 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
配当金支払

期末現金の変化 0 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871
期首現預金残高 0 0 -871 -1,742 -2,613 -3,485 -4,356 -5,227 -6,098 -6,969 -7,840 -8,711 -9,583 -10,454 -11,325 -12,196 -13,067 -13,938 -14,809 -15,681 -16,552 -17,423 -18,294 -19,165 -20,036 -20,907 -21,779 -22,650 -23,521 -24,392 -25,263
期末現預金残高 0 -871 -1,742 -2,613 -3,485 -4,356 -5,227 -6,098 -6,969 -7,840 -8,711 -9,583 -10,454 -11,325 -12,196 -13,067 -13,938 -14,809 -15,681 -16,552 -17,423 -18,294 -19,165 -20,036 -20,907 -21,779 -22,650 -23,521 -24,392 -25,263 -26,134

４　財務指標
単位：百万円

会計年度 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28
ＰＩＲＲ 投資活動キャッシュフロー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

営業活動キャッシュフロー 0 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871
譲渡価格 0
支払利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
フリーキャッシュフロー 0 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871
ＰＩＲＲ -

配当ＩＲＲ 資本金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
配当
ネットキャッシュフロー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
配当ＩＲＲ -

ＬＬＣＲ・ 営業活動キャッシュフロー 0 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871 -871
ＤＳＣＲ 投資活動キャッシュフロー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資本金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
借入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
支払利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
譲渡価格 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
返済元利 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
ＬＬＣＲ -
ＤＳＣＲ - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

ＰＳＦＣ経理に係る財務諸表 様式Ｅ－２－１様式名称 様式番号 ２／２



１　貸借対照表
単位：百万円

会計年度 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28
資産の部 0 -124 -249 -373 -498 -622 -747 -871 -996 -1,120 -1,244 -1,369 -1,493 -1,618 -1,742 -1,867 -1,991 -2,116 -2,240 -2,365 -2,489 -2,613 -2,738 -2,862 -2,987 -3,111 -3,236 -3,360 -3,485 -3,609 -3,733

現金・預金 0 -124 -249 -373 -498 -622 -747 -871 -996 -1,120 -1,244 -1,369 -1,493 -1,618 -1,742 -1,867 -1,991 -2,116 -2,240 -2,365 -2,489 -2,613 -2,738 -2,862 -2,987 -3,111 -3,236 -3,360 -3,485 -3,609 -3,733
資産 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

負債の部 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
借入残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資本の部 0 -124 -249 -373 -498 -622 -747 -871 -996 -1,120 -1,244 -1,369 -1,493 -1,618 -1,742 -1,867 -1,991 -2,116 -2,240 -2,365 -2,489 -2,613 -2,738 -2,862 -2,987 -3,111 -3,236 -3,360 -3,485 -3,609 -3,733
資本金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
法定準備金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
剰余金・欠損金 0 -124 -249 -373 -498 -622 -747 -871 -996 -1,120 -1,244 -1,369 -1,493 -1,618 -1,742 -1,867 -1,991 -2,116 -2,240 -2,365 -2,489 -2,613 -2,738 -2,862 -2,987 -3,111 -3,236 -3,360 -3,485 -3,609 -3,733

負債・資本合計 0 -124 -249 -373 -498 -622 -747 -871 -996 -1,120 -1,244 -1,369 -1,493 -1,618 -1,742 -1,867 -1,991 -2,116 -2,240 -2,365 -2,489 -2,613 -2,738 -2,862 -2,987 -3,111 -3,236 -3,360 -3,485 -3,609 -3,733

２　損益計算書
単位：百万円

会計年度 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28
収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

PSFC
航空運送事業者事務室等貸付料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
PBB等使用料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
BHS等使用料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
商業施設等貸付料
その他収入

駐車料金
費用 0 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124

減価償却費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
支払利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
運営費 PSFC対象施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

航空運送事業者 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
PBB等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
BHS等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
商業施設等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他収入対応 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
駐車場 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
上記以外 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

維持管理費 PSFC対象施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
航空運送事業者 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
PBB等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
BHS等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
商業施設等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他収入対応 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
駐車場 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
上記以外 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

借地料 固定 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124
歩合 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

保険料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
信託口座手数料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
固定資産税 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
都市計画税 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
事業所税 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

税引前当期損益 0 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124
欠損金 ４期前 0 0 0 0 0 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124

３期前 0 0 0 0 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124
２期前 0 0 0 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124
１期前 0 0 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124
当期 0 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124 124

課税対象額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
法人税等 実効税率： 42.05% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
税引後当期損益 0 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124
当期未処分損益 0 -124 -249 -373 -498 -622 -747 -871 -996 -1,120 -1,244 -1,369 -1,493 -1,618 -1,742 -1,867 -1,991 -2,116 -2,240 -2,365 -2,489 -2,613 -2,738 -2,862 -2,987 -3,111 -3,236 -3,360 -3,485 -3,609 -3,733
法定準備金繰入
配当
次期繰越損益 0 -124 -249 -373 -498 -622 -747 -871 -996 -1,120 -1,244 -1,369 -1,493 -1,618 -1,742 -1,867 -1,991 -2,116 -2,240 -2,365 -2,489 -2,613 -2,738 -2,862 -2,987 -3,111 -3,236 -3,360 -3,485 -3,609 -3,733

Ａ／Ｌ使用料経理に係る財務諸表 様式Ｅ－２－２様式名称 様式番号 １／２



３　キャッシュフロー計算書
単位：百万円

会計年度 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28
営業活動キャッシュフロー 0 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124

税引後当期利益 0 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124
減価償却費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
清算所得課税 0

投資活動キャッシュフロー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
投資 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

財務活動キャッシュフロー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
譲渡価格 0
資本金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
借入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
元本返済 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
配当金支払

期末現金の変化 0 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124
期首現預金残高 0 0 -124 -249 -373 -498 -622 -747 -871 -996 -1,120 -1,244 -1,369 -1,493 -1,618 -1,742 -1,867 -1,991 -2,116 -2,240 -2,365 -2,489 -2,613 -2,738 -2,862 -2,987 -3,111 -3,236 -3,360 -3,485 -3,609
期末現預金残高 0 -124 -249 -373 -498 -622 -747 -871 -996 -1,120 -1,244 -1,369 -1,493 -1,618 -1,742 -1,867 -1,991 -2,116 -2,240 -2,365 -2,489 -2,613 -2,738 -2,862 -2,987 -3,111 -3,236 -3,360 -3,485 -3,609 -3,733

４　財務指標
単位：百万円

会計年度 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28
ＰＩＲＲ 投資活動キャッシュフロー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

営業活動キャッシュフロー 0 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124
譲渡価格 0
支払利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
フリーキャッシュフロー 0 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124
ＰＩＲＲ -

配当ＩＲＲ 資本金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
配当
ネットキャッシュフロー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
配当ＩＲＲ -

ＬＬＣＲ・ 営業活動キャッシュフロー 0 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124 -124
ＤＳＣＲ 投資活動キャッシュフロー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資本金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
借入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
支払利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
譲渡価格 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
返済元利 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
ＬＬＣＲ -
ＤＳＣＲ - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

Ａ／Ｌ使用料経理に係る財務諸表 様式Ｅ－２－２様式名称 様式番号 ２／２



１　貸借対照表
単位：百万円

会計年度 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28
資産の部 0 -249 -498 -747 -996 -1,244 -1,493 -1,742 -1,991 -2,240 -2,489 -2,738 -2,987 -3,236 -3,485 -3,733 -3,982 -4,231 -4,480 -4,729 -4,978 -5,227 -5,476 -5,725 -5,974 -6,222 -6,471 -6,720 -6,969 -7,218 -7,467

現金・預金 0 -249 -498 -747 -996 -1,244 -1,493 -1,742 -1,991 -2,240 -2,489 -2,738 -2,987 -3,236 -3,485 -3,733 -3,982 -4,231 -4,480 -4,729 -4,978 -5,227 -5,476 -5,725 -5,974 -6,222 -6,471 -6,720 -6,969 -7,218 -7,467
資産 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

負債の部 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
借入残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資本の部 0 -249 -498 -747 -996 -1,244 -1,493 -1,742 -1,991 -2,240 -2,489 -2,738 -2,987 -3,236 -3,485 -3,733 -3,982 -4,231 -4,480 -4,729 -4,978 -5,227 -5,476 -5,725 -5,974 -6,222 -6,471 -6,720 -6,969 -7,218 -7,467
資本金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
法定準備金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
剰余金・欠損金 0 -249 -498 -747 -996 -1,244 -1,493 -1,742 -1,991 -2,240 -2,489 -2,738 -2,987 -3,236 -3,485 -3,733 -3,982 -4,231 -4,480 -4,729 -4,978 -5,227 -5,476 -5,725 -5,974 -6,222 -6,471 -6,720 -6,969 -7,218 -7,467

負債・資本合計 0 -249 -498 -747 -996 -1,244 -1,493 -1,742 -1,991 -2,240 -2,489 -2,738 -2,987 -3,236 -3,485 -3,733 -3,982 -4,231 -4,480 -4,729 -4,978 -5,227 -5,476 -5,725 -5,974 -6,222 -6,471 -6,720 -6,969 -7,218 -7,467

２　損益計算書
単位：百万円

会計年度 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28
収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

PSFC
航空運送事業者事務室等貸付料
PBB等使用料
BHS等使用料
商業施設等貸付料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

駐車料金
費用 0 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249

減価償却費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
支払利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
運営費 PSFC対象施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

航空運送事業者 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
PBB等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
BHS等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
商業施設等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他収入対応 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
駐車場 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
上記以外 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

維持管理費 PSFC対象施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
航空運送事業者 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
PBB等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
BHS等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
商業施設等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他収入対応 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
駐車場 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
上記以外 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

借地料 固定 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249
歩合 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

保険料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
信託口座手数料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
固定資産税 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
都市計画税 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
事業所税 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

税引前当期損益 0 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249
欠損金 ４期前 0 0 0 0 0 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249

３期前 0 0 0 0 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249
２期前 0 0 0 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249
１期前 0 0 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249
当期 0 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249 249

課税対象額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
法人税等 実効税率： 42.05% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
税引後当期損益 0 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249
当期未処分損益 0 -249 -498 -747 -996 -1,244 -1,493 -1,742 -1,991 -2,240 -2,489 -2,738 -2,987 -3,236 -3,485 -3,733 -3,982 -4,231 -4,480 -4,729 -4,978 -5,227 -5,476 -5,725 -5,974 -6,222 -6,471 -6,720 -6,969 -7,218 -7,467
法定準備金繰入
配当
次期繰越損益 0 -249 -498 -747 -996 -1,244 -1,493 -1,742 -1,991 -2,240 -2,489 -2,738 -2,987 -3,236 -3,485 -3,733 -3,982 -4,231 -4,480 -4,729 -4,978 -5,227 -5,476 -5,725 -5,974 -6,222 -6,471 -6,720 -6,969 -7,218 -7,467

コンセッション経理に係る財務諸表 様式Ｅ－２－３様式名称 様式番号 １／２



３　キャッシュフロー計算書
単位：百万円

会計年度 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28
営業活動キャッシュフロー 0 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249

税引後当期利益 0 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249
減価償却費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
清算所得課税 0

投資活動キャッシュフロー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
投資 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

財務活動キャッシュフロー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
譲渡価格 0
資本金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
借入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
元本返済 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
配当金支払

期末現金の変化 0 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249
期首現預金残高 0 0 -249 -498 -747 -996 -1,244 -1,493 -1,742 -1,991 -2,240 -2,489 -2,738 -2,987 -3,236 -3,485 -3,733 -3,982 -4,231 -4,480 -4,729 -4,978 -5,227 -5,476 -5,725 -5,974 -6,222 -6,471 -6,720 -6,969 -7,218
期末現預金残高 0 -249 -498 -747 -996 -1,244 -1,493 -1,742 -1,991 -2,240 -2,489 -2,738 -2,987 -3,236 -3,485 -3,733 -3,982 -4,231 -4,480 -4,729 -4,978 -5,227 -5,476 -5,725 -5,974 -6,222 -6,471 -6,720 -6,969 -7,218 -7,467

４　財務指標
単位：百万円

会計年度 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28
ＰＩＲＲ 投資活動キャッシュフロー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

営業活動キャッシュフロー 0 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249
譲渡価格 0
支払利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
フリーキャッシュフロー 0 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249
ＰＩＲＲ -

配当ＩＲＲ 資本金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
配当
ネットキャッシュフロー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
配当ＩＲＲ -

ＬＬＣＲ・ 営業活動キャッシュフロー 0 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249 -249
ＤＳＣＲ 投資活動キャッシュフロー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資本金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
借入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
支払利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
譲渡価格 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
返済元利 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
ＬＬＣＲ -
ＤＳＣＲ - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

コンセッション経理に係る財務諸表 様式Ｅ－２－３様式名称 様式番号 ２／２



１　貸借対照表
単位：百万円

会計年度 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28
資産の部 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

現金・預金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
資産 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

負債の部 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
借入残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資本の部 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
資本金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
法定準備金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
剰余金・欠損金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

負債・資本合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２　損益計算書
単位：百万円

会計年度 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28
収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

PSFC
航空運送事業者事務室等貸付料
PBB等使用料
BHS等使用料
商業施設等貸付料
その他収入

駐車料金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
費用 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

減価償却費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
支払利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
運営費 PSFC対象施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

航空運送事業者 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
PBB等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
BHS等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
商業施設等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他収入対応 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
駐車場 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
上記以外 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

維持管理費 PSFC対象施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
航空運送事業者 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
PBB等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
BHS等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
商業施設等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他収入対応 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
駐車場 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
上記以外 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

借地料 固定 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
歩合 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

保険料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
信託口座手数料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
固定資産税 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
都市計画税 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
事業所税 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

税引前当期損益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
欠損金 ４期前 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３期前 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
２期前 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
１期前 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
当期 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

課税対象額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
法人税等 実効税率： 42.05% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
税引後当期損益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
当期未処分損益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
法定準備金繰入
配当
次期繰越損益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

駐車料金経理に係る財務諸表 様式Ｅ－２－４様式名称 様式番号 １／２



３　キャッシュフロー計算書
単位：百万円

会計年度 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28
営業活動キャッシュフロー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

税引後当期利益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
減価償却費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
清算所得課税 0

投資活動キャッシュフロー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
投資 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

財務活動キャッシュフロー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
譲渡価格 0
資本金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
借入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
元本返済 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
配当金支払

期末現金の変化 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
期首現預金残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
期末現預金残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４　財務指標
単位：百万円

会計年度 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28
ＰＩＲＲ 投資活動キャッシュフロー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

営業活動キャッシュフロー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
譲渡価格 0
支払利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
フリーキャッシュフロー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
ＰＩＲＲ -

配当ＩＲＲ 資本金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
配当
ネットキャッシュフロー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
配当ＩＲＲ -

ＬＬＣＲ・ 営業活動キャッシュフロー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
ＤＳＣＲ 投資活動キャッシュフロー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資本金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
借入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
支払利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
譲渡価格 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
返済元利 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
ＬＬＣＲ -
ＤＳＣＲ - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

駐車料金経理に係る財務諸表 様式Ｅ－２－４様式名称 様式番号 ２／２



１　初期投資 ２　算定対象原価
単位：千円／年

(1) 工事費 項目 金額 備考
単位：千円 減価償却費 0 様式E-1-3を参照

項目 金額 備考 金利 0 工事費按分
ビル本体 運営費 PSFC対象施設 0

航空運送事業者 -
PBB等 -
BHS等 -
商業施設等 -
その他収入対応 -
駐車場 -
上記以外 0 延床面積按分

小計 0 維持管理費 PSFC対象施設 0
連絡通路 航空運送事業者 -

PBB等 -
BHS等 -
商業施設等 -

小計 0 その他収入対応 -
特殊設備等工事費 MSW設備 0 駐車場 -

PBB - 上記以外 0 延床面積按分
ランプバス - 運営中借地料 PTB民部分 871,141 PTB民部分×70％（国による指定）
BHS - 駐車場 -
ﾁｪｯｸｲﾝｶｳﾝﾀｰ - 保険料 0 延床面積按分

0 信託口座手数料 0 延床面積按分
0 固定資産税 0 工事費按分
0 都市計画税 0 工事費按分

小計 0 事業所税 PTB民部分 0 延床面積按分
駐車場工事費 - 駐車場 -

- 合計 871,141
-
- ３　料金単価

小計 0

合計 0 項目 金額 備考
年間旅客数（人） 7,000,000

(2) 開業費 大人 96.0% 国による指定
単位：千円 小人 3.0% 国による指定

項目 金額 備考 免除対象者 1.0% 国による指定
設計監理料 0 工事費按分 PSFC単価（円） 大人 0 平均÷（96.0％＋3.0％×0.5）
建設中金利 0 工事費按分 小人 0 大人の半額（10円未満切り上げ）
建設中事務費 0 工事費按分 平均 0 大人、小人、免除対象者の加重平均
建設中借地料 PTB民部分 1,742,283 PTB民部分×70％（国による指定） 航空会社徴収手数料（円） 0 出発旅客当たり収入×4.5％

駐車場 - 出発旅客当たり収入（円） 0 応募者の提案
不動産取得税 0 工事費按分 算定対象原価 249 算定対象原価合計÷年間旅客数×２
登録免許税 0 工事費按分 利潤 -249 出発旅客当たり収入－算定対象原価

合計 1,742,283 報酬率 0.0% 利潤÷出発旅客当たり収入

旅
客
タ
ー
ミ
ナ
ル
ビ
ル
工
事
費

旅客取扱施設使用料の設定根拠 様式Ｅ－２－５様式名称 様式番号 １／１



１　初期投資 ２　算定対象原価
単位：千円／年

(1) 工事費 項目 金額 備考
単位：千円 減価償却費 0 様式E-1-3を参照

項目 金額 備考 金利 0 工事費按分
ビル本体 運営費 PSFC対象施設 -

航空運送事業者 0
PBB等 -
BHS等 -
商業施設等 -
その他収入対応 -
駐車場 -
上記以外 0 延床面積按分

小計 0 維持管理費 PSFC対象施設 -
連絡通路 - 航空運送事業者 0

- PBB等 -
- BHS等 -
- 商業施設等 -

小計 0 その他収入対応 -
特殊設備等工事費 MSW設備 - 駐車場 -

PBB - 上記以外 0 延床面積按分
ランプバス - 運営中借地料 PTB民部分 124,449 PTB民部分×10％（国による指定）
BHS - 駐車場 -
ﾁｪｯｸｲﾝｶｳﾝﾀｰ - 保険料 0 延床面積按分

0 信託口座手数料 0 延床面積按分
0 固定資産税 0 工事費按分
0 都市計画税 0 工事費按分

小計 0 事業所税 PTB民部分 0 延床面積按分
駐車場工事費 - 駐車場 -

- 合計 124,449
-
- ３　料金単価

小計 0

合計 0 項目 金額 備考
占有面積（㎡） 0

(2) 開業費 貸付料単価（円／月・㎡） 0 応募者の提案
単位：千円 算定対象原価 0 算定対象原価合計÷占有面積÷12ヶ月

項目 金額 備考 利潤 0 貸付料単価－算定対象原価
設計監理料 0 工事費按分 報酬率 0.0% 利潤÷貸付料単価
建設中金利 0 工事費按分
建設中事務費 0 工事費按分
建設中借地料 PTB民部分 248,898 PTB民部分×10％（国による指定）

駐車場 -
不動産取得税 0 工事費按分
登録免許税 0 工事費按分

合計 248,898

旅
客
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航空運送事業者事務室等貸付料の
設定根拠 様式Ｅ－２－６様式名称 様式番号 １／１



１　初期投資 ２　算定対象原価
単位：千円／年

(1) 工事費 項目 金額 備考
単位：千円 減価償却費 0 様式E-1-3を参照

項目 金額 備考 金利 0 工事費按分
ビル本体 - 運営費 PSFC対象施設 -

- 航空運送事業者 -
- PBB等 0
- BHS等 -
- 商業施設等 -
- その他収入対応 -
- 駐車場 -
- 上記以外 -

小計 0 維持管理費 PSFC対象施設 -
連絡通路 - 航空運送事業者 -

- PBB等 0
- BHS等 -
- 商業施設等 -

小計 0 その他収入対応 -
特殊設備等工事費 MSW設備 - 駐車場 -

PBB 0 上記以外 -
ランプバス 0 運営中借地料 PTB民部分 -
BHS - 駐車場 -
ﾁｪｯｸｲﾝｶｳﾝﾀｰ - 保険料 -

- 信託口座手数料 -
- 固定資産税 0 工事費按分
- 都市計画税 -

小計 0 事業所税 PTB民部分 -
駐車場工事費 - 駐車場 -

- 合計 0
-
- ３　料金単価

小計 0

合計 0 項目 金額 備考
年間往復便数（便） 15,000 年間発着回数÷２

(2) 開業費 貸付料単価（円／便） 0 応募者の提案
単位：千円 算定対象原価 0 算定対象原価合計÷年間往復便数

項目 金額 備考 利潤 0 貸付料単価－算定対象原価
設計監理料 0 工事費按分 報酬率 0.0% 利潤÷貸付料単価
建設中金利 0 工事費按分
建設中事務費 0 工事費按分
建設中借地料 PTB民部分 -

駐車場 -
不動産取得税 0 工事費按分
登録免許税 0 工事費按分

合計 0
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ＰＢＢ等使用料の設定根拠 様式Ｅ－２－７様式名称 様式番号 １／１



１　初期投資 ２　算定対象原価
単位：千円／年

(1) 工事費 項目 金額 備考
単位：千円 減価償却費 0 様式E-1-3を参照

項目 金額 備考 金利 0 工事費按分
ビル本体 - 運営費 PSFC対象施設 -

- 航空運送事業者 -
- PBB等 -
- BHS等 0
- 商業施設等 -
- その他収入対応 -
- 駐車場 -
- 上記以外 -

小計 0 維持管理費 PSFC対象施設 -
連絡通路 - 航空運送事業者 -

- PBB等 -
- BHS等 0
- 商業施設等 -

小計 0 その他収入対応 -
特殊設備等工事費 MSW設備 - 駐車場 -

PBB - 上記以外 -
ランプバス - 運営中借地料 PTB民部分 -
BHS 0 駐車場 -
ﾁｪｯｸｲﾝｶｳﾝﾀｰ 0 保険料 -

- 信託口座手数料 -
- 固定資産税 0 工事費按分
- 都市計画税 -

小計 0 事業所税 PTB民部分 -
駐車場工事費 - 駐車場 -

- 合計 0
-
- ３　料金単価

小計 0

合計 0 項目 金額 備考
年間往復便数（便） 15,000 年間発着回数÷２

(2) 開業費 貸付料単価（円／便） 0 応募者の提案
単位：千円 算定対象原価 0 算定対象原価合計÷年間往復便数

項目 金額 備考 利潤 0 貸付料単価－算定対象原価
設計監理料 0 工事費按分 報酬率 0.0% 利潤÷貸付料単価
建設中金利 0 工事費按分
建設中事務費 0 工事費按分
建設中借地料 PTB民部分 -

駐車場 -
不動産取得税 0 工事費按分
登録免許税 0 工事費按分

合計 0
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ＢＨＳ等使用料の設定根拠 様式Ｅ－２－８様式名称 様式番号 １／１



１　初期投資（直営店を含む） ２　算定対象原価（直営店を含む）
単位：千円／年

(1) 工事費 項目 金額 備考
単位：千円 減価償却費 0 様式E-1-3を参照

項目 金額 備考 金利 0 工事費按分
ビル本体 運営費 PSFC対象施設 -

航空運送事業者 -
PBB等 -
BHS等 -
商業施設等 0
その他収入対応 0
駐車場 -
上記以外 0 延床面積按分

小計 0 維持管理費 PSFC対象施設 -
連絡通路 - 航空運送事業者 -

- PBB等 -
- BHS等 -
- 商業施設等 0

小計 0 その他収入対応 0
特殊設備等工事費 MSW設備 - 駐車場 -

PBB - 上記以外 0 延床面積按分
ランプバス - 運営中借地料 PTB民部分 248,898 PTB民部分×20％（国による指定）
BHS - 駐車場 -
ﾁｪｯｸｲﾝｶｳﾝﾀｰ - 保険料 0 延床面積按分

0 信託口座手数料 0 延床面積按分
0 固定資産税 0 工事費按分
0 都市計画税 0 工事費按分

小計 0 事業所税 PTB民部分 0 延床面積按分
駐車場工事費 - 駐車場 -

- 合計 248,898
- うち直営店 0
- うち直営店以外 248,898

小計 0

合計 0 ３　料金単価

(2) 開業費 項目 金額 備考
単位：千円 占有面積（㎡） ※直営店を含む 0 様式E-1-1を参照

項目 金額 備考 貸付対象面積（㎡） ※直営店を除く 0 様式E-1-4を参照
設計監理料 0 工事費按分 貸付料単価（円／月・㎡） 0 応募者の提案
建設中金利 0 工事費按分 算定対象原価 0 算定対象原価÷貸付対象面積÷12ヶ月
建設中事務費 0 工事費按分 利潤 0 貸付料単価－算定対象原価
建設中借地料 PTB民部分 497,795 PTB民部分×20％（国による指定） 報酬率 0.0% 利潤÷貸付料単価

駐車場 -
不動産取得税 0 工事費按分
登録免許税 0 工事費按分

合計 497,795
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商業施設等貸付料の設定根拠－１ 様式Ｅ－２－９様式名称 様式番号 １／１



※本様式は適宜追加すること

業種 店舗数 平均店舗面積 合計面積 年間売上高 売上効率 賃料比率 年間貸付料総額 貸付料単価

合計（平均） 0 0 0 0 0 0 0 0

平均貸付料単価（円／月・㎡） 0

商業施設等貸付料の設定根拠－２ 様式Ｅ－２－１０様式名称 様式番号 １／●



１　初期投資 ２　算定対象原価
単位：千円／年

(1) 工事費 項目 金額 備考
単位：千円 減価償却費 0 様式E-1-3を参照

項目 金額 備考 金利 0 工事費按分
ビル本体 - 運営費 PSFC対象施設 -

- 航空運送事業者 -
- PBB等 -
- BHS等 -
- 商業施設等 -
- その他収入対応 -
- 駐車場 0
- 上記以外 -

小計 0 維持管理費 PSFC対象施設 -
連絡通路 - 航空運送事業者 -

- PBB等 -
- BHS等 -
- 商業施設等 -

小計 0 その他収入対応 -
特殊設備等工事費 MSW設備 - 駐車場 0

PBB - 上記以外 -
ランプバス - 運営中借地料 PTB民部分 -
BHS - 駐車場 0
ﾁｪｯｸｲﾝｶｳﾝﾀｰ - 保険料 -

0 信託口座手数料 -
0 固定資産税 0 工事費按分
0 都市計画税 0 工事費按分

小計 0 事業所税 PTB民部分 -
駐車場工事費 駐車場 0

合計 0

３　料金単価
小計 0

合計 0 項目 金額 備考
駐車場台数（台）

(2) 開業費 平均利用台数見込（台／日）
単位：千円 平均稼働率見込（％）

項目 金額 備考 駐車料金単価 1スペース96時間
設計監理料 0 工事費按分 （円／台） 1スペース24時間
建設中金利 0 工事費按分 1スペース1時間
建設中事務費 0 工事費按分 平均売上単価見込（円／台） 0 別紙にて根拠を記載のこと
建設中借地料 PTB民部分 - 算定対象原価 0 算定対象原価合計÷平均利用台数見込

駐車場 0 国による指定 利潤 0 平均売上単価見込－算定対象原価
不動産取得税 0 工事費按分 報酬率 0.0% 利潤÷平均売上単価見込
登録免許税 0 工事費按分

合計 0
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駐車料金の設定根拠 様式Ｅ－２－１１様式名称 様式番号 １／１




